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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） ― ― 4,372,286 6,264,586 5,792,388

経常利益 （千円） ― ― 904,056 1,430,221 1,583,340

当期純利益 （千円） ― ― 882,039 932,236 689,398

純資産額 （千円） ― ― 6,708,592 7,398,284 7,533,688

総資産額 （千円） ― ― 9,406,040 9,865,120 8,890,965

１株当たり純資産額 （円） ― ― 633.96 700.96 708.11

１株当たり当期純利益金

額
（円） ― ― 80.36 88.75 65.18

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） ― ― 78.58 87.86 64.83

自己資本比率 （％） ― ― 71.3 74.7 84.7

自己資本利益率 （％） ― ― 13.1 13.2 9.3

株価収益率 （倍） ― ― 26.1 18.7 9.8

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） ― ― 815,508 1,081,000 △102,888

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） ― ― △367,389 4,473,652 367,051

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） ― ― △918,408 △1,381,058 △217,076

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） ― ― 711,777 4,887,637 4,937,238

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］
（人）

―

[―]

―

[―]

46

[21]

60

[25]

70

[32]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第29期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

３．第29期の自己資本利益率につきましては、連結初年度のため期末自己資本のみで算出しております。

４．第30期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 2,299,290 2,946,457 4,118,529 4,606,360 4,469,755

経常利益 （千円） 178,151 481,717 936,198 942,539 1,398,603

当期純利益 （千円） 364,268 760,287 945,084 585,202 609,806

持分法を適用した場合の

投資損失
（千円） ― 8,417 － － －

資本金 （千円） 2,669,000 2,669,000 2,669,000 2,669,000 2,669,000

発行済株式総数 （千株） 5,936 5,936 11,872 11,872 10,649

純資産額 （千円） 5,767,206 5,517,011 6,771,637 7,081,653 7,171,107

総資産額 （千円） 7,647,061 8,162,375 9,363,157 8,944,629 8,351,730

１株当たり純資産額 （円） 1,075.67 1,078.54 640.06 674.03 674.03

１株当たり配当額（うち

１株当たり中間配当額）
（円）

20.00

(―)

30.00

(―)

20.00

(10)

22.00

(10)

22.00

(10)

１株当たり当期純利益金

額
（円） 63.13 142.70 86.55 55.71 57.66

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 62.52 138.10 84.63 55.15 57.35

自己資本比率 （％） 75.4 67.6 72.3 79.2 85.9

自己資本利益率 （％） 6.4 13.5 15.4 8.4 8.6

株価収益率 （倍） 14.1 18.6 24.2 29.7 11.1

配当性向 （％） 29.4 20.1 23.1 39.5 38.2

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 280,905 424,149 － － －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 3,714,584 △4,604,625 － － －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △570,482 1,529,601 － － －

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 3,731,500 1,087,326 － － －

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］
（人）

31

[17]

39

[16]

41

[21]

52

[24]

58

[31]

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第29期より連結財務諸表を作成しているため、それ以降については営業活動によるキャッシュ・フロー、投

資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高

については、記載を省略しております。

 ３．平成17年５月20日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

 ４．第30期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。
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２【沿革】

年月 事項

昭和61年１月 ゲームソフトの開発、製造及び販売を主たる目的として、東京都新宿区西新宿二丁目７番地１号に

イマジニア株式会社を資本金１億円をもって設立

昭和61年11月 メディアミックス型ファミコン用ソフトとして「銀河伝承」を発売

昭和63年２月 大人向けファミコン用ソフトとして「松本亨の株式必勝学」を発売

平成２年３月 海外パソコンゲームの版権取得に乗り出し、パソコン用都市開発シミュレーションソフト「シム

シティ」を発売

平成２年12月 海外での販売を目的として米国現地法人「Imagineer International Inc.」設立

平成２年12月 スーパーファミコン用ソフト「ポピュラス」を発売

平成５年１月 海外販売強化のため、ドイツ現地法人「Imagineer Deutschland GmbH」設立

平成５年２月 事業拡大のため、三澤株式会社よりミサワエンターテインメント株式会社の株式取得

平成５年４月 千葉荏原電機株式会社と合併し、額面金額を50,000円から50円に変更

平成５年４月 ズーム株式会社との提携を強化すべく、共同出資でイマジニアズーム株式会社設立

平成５年７月 将来的な中国進出に備えるため、香港現地法人「Imagineer STD(HK)Limited」設立

平成５年８月 海外販売強化のため、英国現地法人「Imagineer(UK)Limited」設立

平成５年８月 海外販売強化のため、米国現地法人「Imagineer America Inc.」設立

平成５年８月 パソコン及びファミコン関連アクセサリー機器の海外製造、輸入取引開始

平成６年３月 米国での販売を集約するため米国現地法人「Imagineer International Inc.」解散

平成６年４月 営業の一元化を目的として、ミサワエンターテインメント株式会社を吸収合併

平成６年５月 教育事業に進出すべく、100％子会社としてミサワエデュケーション株式会社設立

平成６年10月 英国での版権獲得のため、ＵＫ事務所設置

平成７年１月 業績不振のため、イマジニアズーム株式会社解散

平成７年３月 海外ゲーム市場悪化に伴い、英国現地法人「Imagineer(UK)Limited」解散

平成７年３月 海外ゲーム市場悪化に伴い、米国現地法人「Imagineer America Inc.」解散

平成７年３月 海外ゲーム市場悪化に伴い、ドイツ現地法人「Imagineer Deutschland GmbH」売却

平成７年３月 パソコン周辺ハードウェアの製造販売を開始

平成７年５月 スーパーファミコン用ソフト「シムシティ2000」発売

平成７年８月 幼児用教育ソフト「育脳塾」シリーズを製作発売

平成７年12月 教育事業を当社に集約するため、ミサワエデュケーション株式会社解散

平成７年12月 開発力強化のため、イマジニアインタラクティブ株式会社設立

平成８年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成８年12月 NINTENDO64用ゲームソフト「超空間ナイタープロ野球キング」発売

平成８年12月 ゲームボーイ用学習ソフト「合格ボーイシリーズ」発売開始

平成９年２月 公募増資により資本金26億69百万円

平成９年11月 ゲームボーイ用ソフト「メダロット」発売

平成10年８月 歩数計機能付き携帯ゲーム機「ポケットハローキティ」発売

平成10年10月 海外事業拡充のため、米国現地法人「Imagineer Studios Inc.」設立

平成10年11月 ゲームボーイカラー用ソフト「サンリオタイムネット」発売

平成10年12月 株式会社サンリオと共同で、キャラクター管理会社タイムネット株式会社設立

平成11年７月 NINTENDO64用ゲームソフトタイトルの見直しに伴い、イマジニアインタラクティブ株式会社解

散

平成11年８月 ｉモード向け携帯電話コンテンツ「ハローキティの易暦」サービス開始

平成11年12月 海外提携先との調整拠点を集約するため、英国のＵＫ事務所閉鎖

平成12年９月 事業拡大のため、株式会社ＩＥインスティテュート及び株式会社ガマ・インターネット・テクノ

ロジィの株式取得

平成13年１月 ｉアプリ対応「ハローキティの易暦」サービス開始

平成13年７月 海外事業縮小のため、Imagineer Studios Inc.解散

平成13年12月 グループ会社見直しのため、株式会社ガマ・インターネット・テクノロジィ解散

平成15年１月 事業拡大のため、中国現地法人「三澤建材（上海）有限公司」設立

平成15年２月 意思決定及び業務執行の迅速化による経営機構の強化を図るため、執行役員制度を導入

平成15年３月 グループ会社見直しのため、株式会社ＩＥインスティテュートの株式売却

平成15年10月 事業見直しのため、中国現地法人「三澤建材（上海）有限公司」解散
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年月 事項

平成16年10月 ミサワリゾート株式会社と共同で、ゴルフサービス事業会社モバイルゴルフオンライン株式会社

を設立

平成16年10月 ゴルフサービス事業強化のため、茨城県の勝田ゴルフ倶楽部を取得

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成16年12月 キャラクタービジネスの見直しのため、タイムネット株式会社解散

平成17年４月 パッケージソフトウェア事業強化のため、ロケットカンパニー株式会社の株式を取得し子会社化

平成17年６月 ゴルフサービス事業強化のため、モバイルゴルフオンライン株式会社の株式を追加取得し子会社

化

平成17年12月 子会社モバイルゴルフオンライン株式会社の社名をゴールドゴルフ株式会社に変更

平成18年５月 パッケージソフトウェア事業強化のため、子会社ロケットカンパニー株式会社にて株式会社デル

タアーツ株式を取得し関連会社化

平成18年９月 ニンテンドーＤＳ用ソフト「財団法人日本漢字能力検定協会公認　漢検ＤＳ」発売

平成18年10月 サービスノウハウの蓄積や顧客ニーズの把握など当初の保有目的は達したと判断し、茨城県の勝

田ゴルフ倶楽部を売却

平成19年４月 モバイルサイトのシステムの新技術の研究・開発のためソリッドロジックス株式会社を設立

平成19年11月 ゴルフサービス事業の見直しのため、ゴールドゴルフ株式会社解散
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（イマジニア株式会社）、子会社３社及び関連会社１社で構成され

ております。主な事業内容としましては、モバイルコンテンツ事業、モバイルコマース事業、パッケージソフトウェア事業

となっております。

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

事業区分 事業内容 主要な会社

モバイルコンテンツ事業 モバイルコンテンツ
イマジニア株式会社

 ソリッドロジックス株式会社

モバイルコマース事業
モバイルコマース

キャラクターグッズ製造及びライセンス等
イマジニア株式会社

パッケージソフトウェア事業 家庭用ゲーム機向けソフトウェア
ロケットカンパニー株式会社

株式会社デルタアーツ

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと下記のようになります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

ロケットカンパニー㈱ 東京都新宿区 10,000
パッケージソフト

ウェア事業
100.0

役員の兼任５名

パッケージソフト

売買

ソリッドロジックス㈱ 東京都新宿区 60,000
モバイルコンテン

ツ事業
100.0

役員の兼任５名

モバイルコンテン

ツの開発・運用

（持分法適用関連会社） 　  　  　

㈱デルタアーツ 東京都渋谷区 10,000
パッケージソフト

ウェア事業

39.0

 (39.0)

役員の兼任１名

パッケージソフト

ウェアの開発委託

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．ロケットカンパニー㈱については 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合が100分の10を超えておりますが、パッケージソフトウェア事業（事業の種類別セグメント）の売上高

に占める同社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む。）の割合が100分の90を超えており

ますので、主要な損益情報等の記載を省略しております。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

モバイルコンテンツ事業 44 （29)

モバイルコマース事業 8 ( 2)　

パッケージソフトウェア事業 7 ( 1)　

全社（共通） 11 (－)　　

合計 70 (32)　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者、契約社員

を含む。）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

58（31）　 32.6 4.1 5,631,284

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、住宅建設は概ね持ち直しに向かい、輸出は緩やかな増加が見られるものの、

企業収益が弱含みに推移し、景気回復は総じて足踏み状態にありました。

　デジタルコンテンツを取り巻く環境につきまして、携帯電話コンテンツ市場におきましては、携帯ＩＰ接続サービス

の国内累計契約数が平成20年３月末現在で88百万台に到達、新規端末も次々と発売され、料金定額制や新たなサービ

スの導入による通信キャリア間の顧客獲得競争も激化しており、市場成熟化が一層進行しております。また、家庭用

ゲームソフト市場におきましては、携帯型ゲーム機の好調な売れ行きや新たな次世代据置型ゲーム機の登場を背景と

して、各ハードの特性を活かしたソフトや、教育・実用系、健康管理などといった新分野のソフトが続々と発売され、

ユーザー層の裾野の拡大が見受けられております。

　このような状況下、当社グループでは、創業以来の強みの分野である教育やエンターテイメントを中心に、顧客支持

の高いコンテンツを複数のプラットフォームで複合的かつ有機的に提供することにより、事業間シナジーの創出に注

力してまいりました。教育分野におきましては、モバイルコンテンツ及びパッケージソフトウェアの両事業において

検定コンテンツのラインナップの拡充を図るとともに、エンターテイメント分野におきましては、モバイルコンテン

ツで展開する主力キャラクターコンテンツのパッケージソフト化を図るなどの諸施策を講じてまいりました。

　しかしながら、パッケージソフトウェア事業の収益減等の要因により、前連結会計年度における収益の急拡大を補完

できるまでには至らず、当連結会計年度における業績は、売上高は5,792,388千円（前期比7.5％減）、経常利益は、組合

出資金運用益の営業外収益への計上等の要因により1,583,340千円（前期比10.7％増）、当期純利益は689,398千円（前

期比26.0％減）となりました。

事業種類別セグメントごとの業績は次のとおりであります。

（モバイルコンテンツ事業）

公式サイト展開におきましては、キャラクターサイトの新規開設に注力し、前連結会計年度より好調に推移してい

るデコメール分野を中心に登録会員数の増加施策に取組みました。また、「楽しみながら学ぶ」をコンセプトに、

「ケータイ検定シリーズ」の本格展開を開始し、「山川出版社　大人の歴史脳力検定」、「漢検モバイル」、「英検モ

バイル」、「ニュース検定」などの新規及びリニューアルサービスを開始するとともに、ＮＴＴドコモＦＯＭＡ９０

５iシリーズの新機能「音声入力」に対応したユニークな学習コンテンツ「声で漢検」のサービスを開始いたしまし

た。一方、公式サイトへの集客誘導を目的として、「ピュアデコ」や「ピタッとメール」といった一般サイトのサービ

スも新たに開始いたしました。

　これにより、当連結会計年度において新たにサービスを開始したサイト数は、公式・一般合わせて計23サイトとなり

ました。また、第１四半期末における収益性の向上を目的とした一部サイトの運営中止により減少したモバイルコン

テンツの登録会員数は、その後、他のサイトの登録会員数の増加により、平成20年３月末現在で224万人になりました。

　なお、技術・開発体制の強化を目的として、平成19年４月に新会社・ソリッドロジックス株式会社を設立し、内製化

による新技術等への迅速な対応や外部開発会社の統制等を順次進めております。

　この結果、この事業に関する売上高は3,868,770千円（前期比0.8％増）、営業利益は1,137,096千円（前期比3.0％減）

となりました。

（モバイルコマース事業）

モバイルサイト通販におきましては、前連結会計年度に引き続き売上規模のさらなる拡大を目指し、主力の「リ

ラックマのお店」において、ロケットカンパニー株式会社より発売したニンテンドーＤＳ用ソフト「わたしのリラッ

クマ」を携帯サイトで販売するなど、パッケージソフトウェア事業との連携に注力いたしました。また、「San-Xキャ

ラShop」において、新たな人気キャラクターの発掘・育成を図るべく、「靴下にゃんこ」など新規キャラクターの関

連商品を積極的に投入いたしました。

　一方、ライセンス＆セールスプロモーションにおきましては、ローソン「リラックマフェア」において物販を絡めた

展開を本格化いたしました。また、日本最大級の女性向け携帯ポータルサイト「ガールズウォーカー（girlswalker.com

）」の「占いWalker」における人気キャラクター「オイラユキチ」の商品化展開を目的として、株式会社ゼイヴェル

と包括的商品化権契約を締結いたしました。

　この結果、この事業に関する売上高は606,503千円（前期比8.8％増）、営業利益は83,368千円（前期は6,707千円の営

業利益）となりました。
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（パッケージソフトウェア事業）

当社子会社ロケットカンパニー株式会社において、ニンテンドーＤＳ向けソフトの販売ラインナップの大幅な拡充

を図り、「財団法人日本漢字能力検定協会公認　漢検ＤＳ２＋常用漢字辞典（以下、「漢検ＤＳ２」）」、「英検ＤＳ

～旺文社英検書シリーズ準拠～（以下、「英検ＤＳ」）」、「わたしのリラックマ」、「きかんしゃトーマス　ＤＳで

はじめる　こくご　さんすう　えいご」など計７タイトルを、また、今後の市場の拡大が期待されるＷｉｉへの参入第一

弾として、Ｗｉｉ向けソフト「財団法人日本漢字能力検定協会公認　漢検Ｗｉｉ　漢字王決定戦」の計１タイトルを、

それぞれ発売いたしました。

　なお、「漢検ＤＳ２」及び「英検ＤＳ」の当連結会計年度主力２タイトルについては、ライトユーザーへの広範な普

及を目的に販売価格の引下げを行いましたが、単価低下による収益の減少を期末までに補完できるまでには至らず、

この結果、この事業に関する売上高は1,370,436千円（前期比17.9％減）、営業利益は168,385千円（前期比65.6％減）と

なりました。

（その他事業）

当社子会社ゴールドゴルフ株式会社において展開していた提携ゴルフ場共通の格安年間パスポートを販売する会

員制サービス「ＧＯＧＯＰＡＳＳ」に係る事業につきましては、販売が軌道に乗るまでにはなお期間を要する見通し

であることや、競合他社の値引攻勢など市場環境の厳しい推移などを勘案し、ビジネスとしての確立が困難と判断、平

成19年９月に同事業の廃止を決議、同社は同年11月に解散、平成20年３月に清算結了いたしました。

　 この結果、この事業に関する売上高は871千円（前期比99.6％減）、営業損失は39,253千円（前期は45,341千円の営業

損失）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、4,937,238千円と前連結会計年度末より49,601

千円増加（前期比1.0％増）となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及びこれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は102,888千円（前期は1,081,000千円の資金増加）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益1,294,814千円、投資有価証券売却損179,854千円の増加要因を計上した一方で、

法人税等の支払額909,054千円、組合出資金運用益412,646千円、仕入債務の減少額93,565千円、営業未払金の減少額

199,589千円等の減少要因を計上したことにより相殺されたものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は367,051千円（前期比91.8％減）となりました。

これは主に、資金運用を目的とした投資有価証券売却による収入1,121,463千円、投資有価証券償還等による収入

305,214千円が、投資有価証券取得による支出966,310千円、有形固定資産購入による支出71,563千円等により相殺され

たものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は217,076千円（前期は1,381,058千円の資金減少）となりました。

これは主に、配当金の支払による支出230,837千円、子会社清算による少数株主への分配金28,854千円が、ストック・

オプション行使による収入42,614千円により相殺されたものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

モバイルコンテンツ事業（千円） － －

モバイルコマース事業（千円） 123,595 　△48.3

パッケージソフトウェア事業（千円） 1,252,261 △24.8　

その他事業（千円） － －

合計（千円） 1,375,857 △27.8　

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．事業区分の変更

 当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。

(2）受注状況

　受注状況において記載すべき事項はありません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

モバイルコンテンツ事業（千円） 3,864,070 +0.6

モバイルコマース事業（千円） 578,223 +3.9

パッケージソフトウェア事業（千円） 1,349,248 △18.7

その他事業（千円） 846 △99.6

合計（千円） 5,792,388 △7.5

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　３．事業区分の変更

当連結会計年度より事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。

４．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

なお、㈱ＮＴＴドコモに対する販売実績は当社グループが㈱ＮＴＴドコモのｉモードサービスを介して行う

有料情報サービスの利用者（一般ユーザー）に対する情報料の総額であり、同社が、当該情報料の回収代行

を行うものであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱ＮＴＴドコモ 2,846,179 45.4 2,854,462 49.3

任天堂㈱ 1,385,768 22.1 609,126 10.5

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

モバイルコンテンツ市場の成熟化及び家庭用ゲームソフト市場のユーザー層の拡大など、当社グループを取り巻く

事業環境は急激に変容しつつあります。このような状況下、当社グループでは、独自のコンテンツ提供戦略に基づく事

業間シナジーの最大化による通期業績規模の拡大を引き続き目指すとともに、事業の柱となる新たな教育関連ビジネ

スの構築に注力してまいります。

なお、事業別には、今後、以下の点を中心に取組むことを予定しております。

＜モバイルコンテンツ事業＞

当連結会計年度より好調が続いている「ハローキティ」と「リラックマ」の２大人気キャラクターサイトの登録

会員数の増加に注力するとともに、当連結会計年度に順調に立ち上がった「ケータイ検定シリーズ」のさらなる拡大

を図ってまいります。また、他社大型サイトとのタイアップ展開も積極化し、当社サイトへの会員誘導の促進を強化し

てまいります。

＜モバイルコマース事業＞

モバイルサイト通販につきましては、コンテンツ登録会員に対するさまざまな付加価値提供を増強することにより

顧客誘導の促進を図るとともに、「リラックマ」の５周年に合わせた記念商品の充実化を図ってまいります。

また、ライセンス＆セールスプロモーションにつきましては、引き続き注力するローソンの「リラックマフェア」

において、ＰＢ商品のアイテムの拡大やライセンス商品の新規投入により、展開を拡大してまいります。

なお、新商品投入の側面からの新たな人気キャラクターの発掘と育成にも注力してまいります。

＜パッケージソフトウェア事業＞

当社子会社ロケットカンパニー株式会社において、ニンテンドーＤＳ及びＷｉｉを中心とした取組みに引き続き注

力してまいります。

ニンテンドーＤＳにおいては、学習系タイトルを新たに「Open! Study」シリーズとして展開し、ブランドの普及・

浸透を目指すとともに、歴検、数検、TOEICといった新たな検定・資格タイトルを発売し、ラインナップの拡充を図って

まいります。また、当連結会計年度に発売し、長いスパンで売れ続けている「きかんしゃトーマス」や「リラックマ」

などの人気キャラクタータイトルについては、翌連結会計年度においても続編を発売する予定です。

一方、Ｗｉｉにおきましては、任天堂「Wii Fit」のヒットにより、ファミリー層において健康管理のゲームへの関心

が高まるなか、「ダイエット」という特化分野のソフトを発売し、市場ニーズのさらなる深耕を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、当社グループの経営活動に引き続きご理解をいただき、一層のご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）市場動向について

当社グループが事業展開する携帯電話を中心としたモバイルインターネット市場は、堅調に成長を続けて

おりますが、将来の成長が当社の予想を下回った場合には、当社グループの業績に重要な影響を与える可能

性があります。

（２）競合について

当社グループが事業展開するモバイルインターネット市場は競争が激しく、国内競合企業の事業拡大や新

規参入が相次いでおります。このような状況において、競争の激化に対応すべく当社のノウハウ・資産を活

かして差別化を図っていく方針でありますが、当社グループが事業の推進を適時に行えない場合は、顧客数

の減少から当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

（３）特定事業者への依存について

当社グループの事業展開において、㈱ＮＴＴドコモのｉモード向けのサービスが中心となっております。

当社グループでは、複数キャリアの展開に注力することにより、特定事業者への依存度を引き下げる所存で

あります。
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（４）情報料回収代行手数料について

当社グループの現行の事業の柱であるモバイルコンテンツは、各キャリアが行う情報料回収代行サービス

を用いて、利用者からの情報料の回収を行っております。各キャリアが情報料回収代行サービスを停止また

は現在の契約条件を変更した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

また、今後コマース分野を強化することにより、各キャリアの情報料回収代行サービスへの依存度を低下

させていく所存であります。

（５）版権元について

当社グループの事業は、版権元より著作権、著作隣接権等の使用許可を得ているものがあり、版権元自身が

独自に同様の事業展開を行った場合など、優良版権を獲得できなくなった場合、当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。

（６）法的規制について

当社グループの事業展開において、現状では規制を受けるような法的規制はありません。しかし、今後にお

いて、当社グループの事業を規制対象とする新法令の制定及び現行法令の適用の明確化、自主規制が求めら

れた場合、当社グループはサービス内容の変更・中止や対応にかかるコスト増などにより当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。

（７）知的財産権について

当社グループの事業展開において、第三者の知的財産権を侵害せぬよう常に留意し、調査を行っておりま

すが、当社グループの調査が十分かつ当社グループの見解が妥当であるとは保証できません。もし、当社グ

ループが第三者の知的財産権を認識せずに侵害し、損害賠償請求や差止請求などがなされた場合、かかる請

求による負担は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

（８）システムダウンについて

当社グループの事業は、コンピュータシステムを結ぶ通信ネットワークに依存しており、自然災害や事故

等によって、通信ネットワークが切断された場合には、当社グループの営業は不可能となります。また、アク

セス増などのトラフィックの急激な過負荷などによって、コンピュータシステムが動作不能な状態に陥った

場合、あるいは当社グループのハードウェアまたはソフトウェアの欠陥により、正常なサービス提供が行わ

れない可能性があります。

さらには、外部からの不正アクセスによるハッキング、コンピュータウィルス感染、当社グループの社員に

よる過失等によって、当社グループのソフトウェア及びデータの書き換えや破壊等の被害を受ける可能性が

あります。これらの事態が発生した場合には、当社グループの信用低下により当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。

（９）個人情報の管理について

当社グループが提供するサービスでは、利用申込時に携帯電話番号やメールアドレスをシステム上に保管

することがあります。これら当社が保管する個人情報については、厳重に管理をしておりますが、不正アクセ

スや社内管理体制の瑕疵等によりこれらの情報が外部流出した場合には、当社グループへの損害賠償請求や

信用低下によって当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

（10）当社の保有する投資有価証券について

当社は、市場性のある株式を大量に保有しております。時価が著しく低下した場合には、評価損の計上によ

り当社の業績に影響を与える可能性があります。

（11）経営者への依存について

当社の代表取締役である神藏孝之は、当社の筆頭株主であるとともに、当社グループの企業運営全般に渡

り大きく関与しております。当社グループでは、取締役会や経営会議等における役員間の意思疎通等を通じ

て、経営リスクの軽減に努めておりますが、神藏孝之が当社グループを離れるような事態が生じた場合、当社

グループの企業運営に影響を与える可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

その他の重要な契約

①　株式会社ＮＴＴドコモとのｉモード情報サービス提供者契約及びｉモードサービスに関する料金代行回収契約

　株式会社ＮＴＴドコモが提供するｉモードにおいて、公式メニューとして提供するサービス等、及び当社の提供

するｉモード情報サービスにかかわる情報料を、当社に代わってｉモード情報サービス契約者から回収すること

について、次のとおり契約いたしました。

契約年月日　平成11年７月31日

有効期間　　平成11年７月31日から平成12年３月31日まで

ただし、期間満了１ヶ月前までに当事者の一方より書面による解約の意思表示がないとき

は、同条件で１年間延長し、その後も同様とする。

②　ソフトバンクモバイル株式会社とのコンテンツ提供に関する基本契約及び債権譲渡契約

　ソフトバンクモバイル株式会社が提供するＹａｈｏｏ！ケータイにおいて、公式メニューとして提供するサー

ビス等、及び当社の提供するＹａｈｏｏ！ケータイにかかわる情報料を、当社に代わってＹａｈｏｏ！ケータイ

契約者から回収することについて、次のとおり契約いたしました。

契約年月日　平成15年３月４日

有効期間　　平成15年３月４日から平成16年３月31日まで

ただし、期間満了日の３ヶ月前までに当事者の一方より書面による解約の意思表示がないと

きは、契約期間満了の日の翌日から１年間を有効とし、その後も同様とする。

（注）コンテンツ提供に関する基本契約は、旧ジェイホンとの契約を引き継いだものであります。

③　ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社とのコンテンツ提供に関する契約及び情報料回収代行サービ

スに関する契約

　ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社が提供するＥＺｗｅｂにおいて、公式メニューとして提供す

るサービス等、及び当社の提供するＥＺｗｅｂにかかわる情報料を、当社に代わってＥＺｗｅｂ契約者から回収

することについて、次のとおり契約いたしました。

契約年月日　平成14年10月４日

有効期間　　定めない。

ただし、解約を行う場合は、解約日の90日前に当事者の一方より書面による解約の意思表示

を行う。

６【研究開発活動】

　当社グループは、モバイルコンテンツ事業においては、主にｉモード、ＥＺｗｅｂ及びＹａｈｏｏ！ケータイ向け新

規サイトの企画開発業務を通じて研究開発に取り組んでおります。また、パッケージソフトウェア事業の研究開発に

おいては、パッケージソフトの新製品の企画開発業務を行っております。

　当連結会計年度では、モバイルコンテンツ事業及びパッケージソフトウェア事業についての研究開発を行っており、

研究開発費の総額は186,501千円であります。

（モバイルコンテンツ事業）

　ｉモード、ＥＺｗｅｂ及びＹａｈｏｏ！ケータイ向け新サイトの研究開発を35名のディレクター、子会社ソリッドロ

ジックス株式会社及び開発委託会社において行っております。当連結会計年度では、「キティサンリオおまけアリ」、

「リラックマと遊ぼ！」、「漢検モバイル」等計23サイトのサービスを開始いたしました。

　当事業に係る研究開発費は53,446千円であります。

（パッケージソフトウェア事業）

　パッケージソフトの新製品の研究開発を子会社ロケットカンパニー株式会社のディレクター７名及び開発委託会社

において行っております。当連結会計年度では、「財団法人日本漢字能力検定協会公認　漢検ＤＳ２＋常用漢字辞

典」、「英検ＤＳ～旺文社英検書シリーズ準拠～」等ニンテンドーＤＳ向けソフト計７タイトル及び「財団法人日本

漢字能力検定協会公認　漢検Ｗｉｉ　漢字王決定戦」のＷｉｉ向けソフト計１タイトルを、それぞれ発売いたしまし

た。

　当事業に係る研究開発費は133,054千円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されており

ます。この連結財務諸表作成にあたって採用している重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４.会計処理基準に関する事項」に記載のとおりであります。

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

①　売上高

　売上高につきましては、モバイルコンテンツ事業及びモバイルコマース事業は前連結会計年度より増加したも

のの、主にパッケージソフトウェア事業の減少要因により、前連結会計年度における売上高の急拡大を補完でき

るまでには至りませんでした。

　この結果、売上高は、5,792,388千円となりました。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

　売上原価につきましては、売上高の減少に伴い2,963,732千円となりました。この結果、売上総利益は2,828,655千

円、売上総利益率は48.8％となりました。

　なお、販売費及び一般管理費につきましては、主に研究開発費の増加要因により、1,729,306千円となりました。

③　営業利益

　営業利益につきましては、販売費及び一般管理費の増加要因により、1,099,348千円となりました。また、売上高営

業利益率も低下し、19.0％となりました。

④　税金等調整前当期純利益

　税金等調整前当期純利益につきましては、主に組合出資金運用益を営業外収益に計上したことにより、1,294,814

千円となりました。

⑤　当期純利益

　当期純利益につきましては、法人税等を計上したことにより、689,398千円となりました。

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」に記載のとおりで

あります。

(4)戦略的状況と見通しについて

　モバイルコンテンツ市場の成熟化及び家庭用ゲームソフト市場のユーザー層の拡大など、当社グループを取り巻く

事業環境は急激に変容しつつあります。このような状況下、当社グループでは、独自のコンテンツ提供戦略に基づく

事業間シナジーの最大化による通期業績規模の拡大を引き続き目指すとともに、事業の柱となる新たな教育関連ビ

ジネスの構築に注力してまいります。

　なお、事業の種類別セグメントにおいては、今後、以下の点を中心に取組むことを予定しております。

＜モバイルコンテンツ事業＞

　当連結会計年度より好調が続いている「ハローキティ」と「リラックマ」の２大人気キャラクターサイトの登録

会員数の増加に注力するとともに、当連結会計年度に順調に立ち上がった「ケータイ検定シリーズ」のさらなる拡

大を図ってまいります。また、当中間連結会計期間より実施している他社大型サイトとのタイアップ展開を積極化

し、当社サイトへの会員誘導の促進を強化してまいります。

＜モバイルコマース事業＞

　モバイルサイト通販につきましては、コンテンツ登録会員に対するさまざまな付加価値提供を増強することにより

顧客誘導の促進を図るとともに、「リラックマ」の５周年に合わせた記念商品の充実化を図ってまいります。

　なお、新商品投入の側面からの新たな人気キャラクターの発掘と育成にも注力してまいります。
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＜パッケージソフトウェア事業＞

　当社子会社ロケットカンパニー株式会社において、ニンテンドーＤＳ及びＷｉｉを中心とした取組みに引き続き注

力してまいります。

　ニンテンドーＤＳにおいては、学習系タイトルを新たに「Open! Study」シリーズとして展開し、ブランドの普及・

浸透を目指すとともに、歴検、数検、TOEICといった新たな検定・資格タイトルを発売し、ラインナップの拡充を図っ

てまいります。また、当連結会計年度に発売し、長いスパンで売れ続けている「きかんしゃトーマス」や「リラック

マ」などの人気キャラクタータイトルについては、翌連結会計年度においても続編を発売する予定です。

　一方、Ｗｉｉにおきましては、任天堂「Wii Fit」のヒットにより、ファミリー層において健康管理のゲームへの関心

が高まるなか、「ダイエット」という特化分野のソフトを発売し、市場ニーズのさらなる深耕を図ってまいります。

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概要につきましては「第２　事業の状況　１．業績等の概要(2)

キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。

(6)経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めており

ます。今後の方針の詳細につきましては「第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資の総額は47百万円であり、その主な内容は、本社増床による工事費用24百万円及

びモバイルコンテンツ事業におけるサーバー等購入費22百万円であります。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりです。

(1）提出会社

　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）建物

（千円）
工具器具備品

(千円)
合計
（千円）

本社

（東京都新宿

区）

本社統括

モバイルコンテンツ事業

モバイルコマース事業

統括業務施設

サーバー施設他
47,769 41,869 89,638

58

〔31〕　

　（注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。

２．本社は賃借しており、賃借先は相互住宅株式会社であり、年間賃借料は、66,346千円であります。

３．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称
数量
（台）

リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

車両運搬具

（所有権移転外ファイナン

ス・リース）

１ ５ 1,966 3,278

(2）国内子会社

（平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）建物

（千円）
その他
（千円）

合計
（千円）

ロケットカンパ

ニー㈱

本社

(東京都新宿区)

パッケージソフト

ウェア事業

統括業務施設

開発設備
－ 1,391 1,391 7〔1〕　

ソリッドロジッ

クス㈱

本社

(東京都新宿区)

モバイルコンテンツ

事業

統括業務施設

サーバー施設 
－ 716 716 5〔-〕

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．本社は賃借しており、賃借先は相互住宅株式会社であり、年間賃借料は、7,357千円であります。

３．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

(3）在外子会社

該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,480,000

計 47,480,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,649,000 10,649,000 ジャスダック証券取引所 －

計 10,649,000 10,649,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次の

とおりであります。

（平成17年６月29日定時株主総会決議）

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 4,000 4,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　400,000(注)1 　400,000(注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり2,119(注)2 同左

新株予約権の行使期間
平成22年７月１日～

平成27年６月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　2,119

資本組入額　1,060
同左

新株予約権の行使の条件 （注）3～5 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）6 同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

　（注）１.　当社が株式の分割または株式併合を行う場合は次の算式により調整されるものとする。

ただし、かかる調整には、その時点での対象者が新株予約権を行使していない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われるものとする。また、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２.　当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額の調整をし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

分割・併合の比率

 時価を下回る価額による新株の発行または自己株式の処分が行われる場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　 　 新発行株式数×１株当たり払込金額
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調整後新株

払込金額
＝
調整前新株

払込金額
×

既発行株式数＋ １株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３.　対象者として新株予約権を付与された者は、権利行使時においても当社及び当社子会社に在任・在籍並びに

当社顧問及びコンサルタントの地位を保有していることを要する。

４.　新株予約権に関するその他細目については、平成17年６月29日開催の第28回定時株主総会決議並びに平成18

年４月26日開催の取締役会決議に基づき当社と付与対象者との間で締結された新株予約権付与契約に定め

るところによる。

５.　新株予約権の質入、その他の処分及び相続は認めない。

６.　新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年７月30日 

 （注１）
－ 5,936 － 2,669,000 △2,003,898 667,250

平成17年５月20日

 （注２）
5,936 11,872 － 2,669,000 － 667,250

平成19年５月31日

 （注３）
△1,223 10,649 － 2,669,000 － 667,250

　（注）１．平成15年６月27日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替であ

ります。

２．平成17年５月20日をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が5,936千株増加しております。

３．平成19年５月31日をもって自己株式1,223千株の消却を行っており、発行済株式総数が1,223千株減少してお

ります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 29 45 29 2 5,913 6,027 －

所有株式数

（単元）
－ 5,326 1,927 1,163 6,869 3 91,193 106,481 900

所有株式数の

割合（％）
－ 5.0 1.8 1.1 6.5 0.0 85.6 100.0 －

　（注）１．自己株式10,000株は、「個人その他」に100単元を含めて記載しております。

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が27単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

平成20年３月31日 

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

神藏　孝之 東京都渋谷区 4,503 42.3

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 266 2.5

モルガン．スタンレー．アンド．

カンパニー．インターナショナ

ル．ピーエルシー

（常勤代理人モルガン・スタンレー証券

株式会社）

25 Cabot Square.Canary Wharf.London E14　

4QA England
（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０番３号）

228 2.1

小笹　義高 神奈川県相模原市 160 1.5

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 139 1.3

ベイリーギフォード シンニッポ

ン ピーエルシー

（常勤代理人株式会社みずほコーポレー

ト銀行兜町証券決済業務室）

1 RUTLAND COURT EDINBURG

H EH3 8EY SCOTLAND
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

114 1.1

玉村　剛史 東京都文京区 104 1.0

中根  昌幸 東京都杉並区 86 0.8

大上　二三雄 東京都世田谷区 70 0.7

澄岡　和憲 東京都中央区 67 0.6

計 － 5,741 53.9

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、266千

株であります。なお、それらの内訳は、管理有価証券252千株、年金信託設定分8千株、投資信託設定分5千株となっ

ております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 10,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,638,100 106,381 ―

単元未満株式 普通株式　　　　900 ― ―

発行済株式総数 10,649,000 ― ―

総株主の議決権 ― 106,381 ―

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,700株（議決権の数27個）含まれてお

ります。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

イマジニア株式会

社

東京都新宿区

西新宿2丁目7番1

号

10,000 － 10,000 0.1

計 ― 10,000 － 10,000 0.1

（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受

権を付与する方法、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

（平成13年６月28日定時株主総会決議）

　当該制度は旧商法第280条ノ19の規定に基づき、平成13年６月28日第24回定時株主総会終結時に在任する取締役

及び平成13年６月28日現在在籍する当社従業員に対して新株引受権を付与することを、平成13年６月28日開催の

第24回定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役４名及び従業員42名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 242,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり398（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成16年７月１日

至　平成19年６月30日

新株予約権の行使の条件 （注）３～５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）６

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１.　当社が株式分割または株式併合を行う場合は次の算式により調整されるものとする。

ただし、かかる調整には、その時点での対象者が新株引受権を行使していない新株引受権の目的たる株式の

数についてのみ行われるものとする。また、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２.　当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額の調整をし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

分割・併合の比率

　 　時価を下回る価額による新株の発行または自己株式の処分が行われる場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　 　 新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後新株

払込金額
＝
調整前新株

払込金額
×

既発行株式数＋ １株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３.　対象者として新株引受権を付与された者は、権利行使時においても当社及び当社子会社に在任・在籍してい

ることを要する。

４.　対象者に法令または当社社内規定に違反する行為があった場合、または対象者が当社と競合関係にある会社

の取締役、監査役、従業員またはコンサルタントとなった場合等、新株引受権の付与の目的上対象者に新株引

受権を行使させることが相当ではないとされる事由が生じた場合は、対象者に付与された新株引受権は直ち
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に失効し、その後新株引受権を行使することができないものとする。

５.　新株引受権に関するその他細目については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と付与対象者

との間で締結された新株引受権付与契約に定めるところによる。

６.　新株引受権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。

（平成14年６月27日定時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、当社監査役、当社顧問及び当社コンサルタン

トに対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成14年６月27日開催の第25回定時株主総会

において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役４名、監査役２名、顧問１名及びコンサルタント

１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 400,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり271（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件 （注）3～5

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）6

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１.　当社が株式の分割または株式併合を行う場合は次の算式により調整されるものとする。

ただし、かかる調整には、その時点での対象者が新株予約権を行使していない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われるものとする。また、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２.　当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額の調整をし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

分割・併合の比率

 時価を下回る価額による新株の発行または自己株式の処分が行われる場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　 　 新発行株式数×１株当たり払込金額

調整後新株

払込金額
＝
調整前新株

払込金額
×

既発行株式数＋ １株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

３.　対象者として新株予約権を付与された者は、権利行使時においても当社及び当社子会社に在任・在籍並びに

当社顧問及びコンサルタントの地位を保有していることを要する。

４.　新株予約権に関するその他細目については、平成14年６月27日開催の第25回定時株主総会決議並びに平成15

年４月30日及び５月９日開催の取締役会決議に基づき当社と付与対象者との間で締結された新株予約権付

与契約に定めるところによる。

５.　新株予約権の質入、その他の処分及び相続は認めない。

６.　新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

（平成17年６月29日定時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、当社監査役、当社顧問及び当社コンサルタン

トに対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年６月29日開催の第28回定時株主総会

において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役４名
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新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成20年６月27日定時株主総会決議）

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役に対して特に有利な条件をもって新株予約権

を発行することを、平成20年６月27日開催の第31回定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役４名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 100,000株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月１日

　至　平成26年６月30日

新株予約権の行使の条件
当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する

新株予約権割当契約において定める

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１.　当社が株式の分割または株式併合を行う場合は、当社が必要と認める調整を行うものとし、調整の結果生じる

１株未満の端数は切り捨てる。

２.　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）のジャスダック証券取引所にお

ける当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という）の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の

端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の前日の終値（当日に終値が無い場合は、それに先立つ直近日

の終値）を下回る場合は、当該終値とする。

 なお、割当日後に、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により行使価

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

１

分割・併合の比率

上記のほか、割当日後に当社が他社と合併、会社分割等を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場

合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行使価額の調整を

行うものとする。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年５月14日）での決議状況

（取得期間　平成20年５月15日～平成20年９月19日）
700,000 700,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 64,500 52,272,700

提出日現在の未行使割合（％） 90.8 92.5

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行つた取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 1,223,800 602,476,740 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行つ

た取得自己株式
－ － － －

その他（注１） 132,600 65,282,644 － －

保有自己株式数 10,000 － 74,500 －

 （注）１．ストック・オプションの行使による減少であります。

２．当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式
の買取り等による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営政策の一つとして認識しており、安定した配当と企業価値の最大化に

よる株主の皆様への利益還元を基本方針としております。

  配当につきましては、連結業績の推移や経営環境、今後の設備等の投資計画、キャッシュ・フロー等を勘案のうえ、

安定配当を基本としながら、配当性向も考慮して配当金額を決定し、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を

行うことを基本方針としております。なお、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰

余金の配当等を行うことができる旨定款に定めております。

  当連結会計年度の配当につきましては、上記方針に基づき、１株当たり22円の配当（うち中間配当10円）を実施い

たしました。この結果、当連結会計年度の配当性向は、33.8％となりました。

　内部留保金につきましては、将来的な企業価値の向上を図るための投資に活用してまいります。

　なお、当連結会計年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年11月21日

取締役会決議
105,990 10

平成20年５月14日

取締役会決議
127,668 12

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 1,210

2,530

　※　2,790

□　1,377

2,395 2,160 3,020

最低（円） 480

1,210

※　　870

□　1,150

1,105 830 636

　（注）１.　最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第28期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表

のものであります。

２.　□印は株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

　

平成19年10月

平成19年11月　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

　　

平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 2,670 2,435 1,784 1,190 1,193 770

最低（円） 2,255 1,558 1,165 820 752 636

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会

長
ＣＥＯ 神藏　孝之 昭和31年３月１日生

昭和55年４月 トヨタ自動車販売株式会社入社

昭和56年４月 財団法人松下政経塾入塾

昭和59年４月 ミサワホーム株式会社入社

昭和61年１月 当社設立　代表取締役社長

平成５年７月 Imagineer STD(HK)Limited設立

 代表取締役社長（現任）

平成17年４月 ロケットカンパニー株式会社　代表

取締役会長

平成17年６月 当社代表取締役執行役員社長

平成18年６月 当社代表取締役会長兼ＣＥＯ（現

任）

平成18年７月 ロケットカンパニー株式会社　代表

取締役会長（現任）

※３ 4,503

代表取締役社

長
ＣＯＯ 澄岡　和憲 昭和48年７月25日生

平成８年４月 当社入社

平成15年２月 当社執行役員　モバイルインター

ネット事業グループオペレーショ

ンチームマネージャー

平成15年６月 当社取締役　モバイルインターネッ

ト事業グループオペレーション担

当

平成17年６月 当社取締役常務執行役員　モバイル

メディア事業グループ担当

平成18年６月 当社代表取締役社長兼ＣＯＯ　（現

任）

平成19年４月 ソリッドロジックス株式会社　代表

取締役社長（現任）

※３ 67

取締役 ＣＦＯ 中根　昌幸 昭和50年１月４日生

平成７年４月 当社入社

平成13年４月 当社経営企画グループシニアマ

ネージャー

平成13年６月 当社取締役　経営企画グループゼネ

ラルマネージャー

平成17年６月 当社取締役常務執行役員　経営管理

グループ担当

平成18年６月 当社取締役兼ＣＦＯ（現任）

※３ 86

取締役 執行役員 飯田　就平 昭和41年９月14日生

平成２年４月 ミサワホーム株式会社入社

平成７年４月 当社入社

平成11年５月 株式会社スマイル(現ロケットカン

パニー株式会社)代表取締役

平成17年４月 当社執行役員

平成17年４月 ロケットカンパニー株式会社　取締

役社長

平成17年６月 当社取締役常務執行役員　新規事業

グループ担当

平成18年６月 当社取締役執行役員（現任）

平成18年６月 ロケットカンパニー株式会社　代表

取締役社長（現任）

※３ 12
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 ― 鳥居　功 昭和21年４月18日生

昭和45年４月 松下電器産業株式会社入社

平成元年10月 神奈川ナショナルＯＡシステム株

式会社代表取締役社長

平成13年４月 松下電器産業株式会社情報通信営

業本部統括部長

平成15年１月 パナソニック モバイルコミュニ

ケーションズ株式会社社長室長

平成17年４月 当社特別顧問

平成19年６月 当社常勤監査役（現任）

※４ 0

監査役 ― 江口　克彦 昭和15年２月１日生

昭和39年４月 松下電器産業株式会社入社

昭和42年９月 株式会社ＰＨＰ総合研究所出向

平成８年６月 当社監査役（現任）

平成14年11月 株式会社メディアライツ代表取締

役(現任)

平成16年４月 株式会社ＰＨＰ総合研究所代表取

締役社長（現任）

平成16年４月 株式会社ＰＨＰ研究所代表取締役

社長（現任）

※５ －

監査役 ― 笹岡　繁博 昭和27年８月25日生

昭和50年４月 笹岡薬品株式会社入社

昭和62年３月 同社代表取締役社長

平成７年６月 当社監査役（現任）

平成19年11月 同社相談役（現任）

※６ 20

監査役 ― 田中　最代治 昭和８年６月10日生

平成８年６月 株式会社田中経営研究所代表取締

役（現任）

平成12年５月 株式会社クリーク・アンド・リ

バー社取締役（現任）

平成13年６月 株式会社キャリアデザインセン

ター監査役(現任)

平成14年６月 株式会社ガーラ取締役（現任）

平成14年６月 当社監査役（現任）

平成15年６月 株式会社サンドラッグ取締役(現任)

平成17年12月 レカム株式会社取締役（現任）

※５ －

　 　 　 計 　 　 4,690

　（注）１．監査役鳥居功、江口克彦、笹岡繁博及び田中最代治は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．当社では、意思決定及び業務執行の迅速化による経営機構の強化を図るため、執行役員制度を導入しており

ます。

執行役員は９名で、取締役を兼務する４名の他、高能彰、土橋直樹、松田隆、土川裕及び中村崇史の５名で構成

されております。

３．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、企業価値の最大化を図るため、全てのステーク・ホルダーとの「共創」による価値の創造に「誠

実」に取り組むことを経営スタンスとしております。また、その実現に向けて、経営の透明性、健全性を高めることが

重要であると考え、内部統制システムの構築と運用の強化により、当社グループの業務の適正性の確保を目指してま

いります。

（２）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を導入しており、監査役会につきましては４名で構成されております。このうち社外監査役は４名

であり、公正な監査が実施できる体制を整えております。

取締役会につきましては４名の社内取締役で構成されており、会社の重要な業務執行の決定を行うとともに、各取締

役の業務執行状況を監督しており、原則として月１回開催しております。なお、当社では、経営機構の一層の強化並び

に意思決定及び業務執行の迅速化を目的として執行役員制度を導入しており、経営環境の変化への対応を目的として

取締役の任期を１年としております。

　会計監査人につきましては東陽監査法人を選任し、会計監査を受けております。また、法的な問題につきましては顧

問弁護士に相談し、適宜助言を受けております。

②　当社の執行及び監査に係る経営管理組織の概要は以下のとおりであります。（平成２０年６月１日現在）
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③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　　　内部統制に係る組織体制については、経理、総務、財務、法務、業務管理及び情報システム等の各機能で構成する経営管

理グループにて所管し、予算や事務等の管理及び統制等を行うとともに、企業集団としての業務の適正性を確保する

ために子会社２社を含めた管理部門及び事業部門の業務全般に渡るあらゆる内部管理及び統制を実施しております。

④　内部監査及び監査役監査の状況

　　　内部監査については、平成20年４月１日より内部監査室を設置し、同監査室が内部監査機能を所管し、財務報告に係る

内部統制の有効性評価を中心に定期的な確認を行っております。

　　　また、監査役監査につきましては、監査役が原則として毎月開催される取締役会及び重要会議に出席し、重要な決裁書

類の閲覧、予算及び事業計画の把握検討並びに必要に応じた担当部門からの報告及び説明等により実施しておりま

す。

⑤　会計監査の状況

　会計監査の状況は、当社企業グループと監査契約を締結している東陽監査法人が監査を実施しており、会計制度の変

更等にも迅速に対応できる環境を整備しております。

　なお、会計監査を執行した公認会計士は吉田正史、佐山正則であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、

その他１名であります。

　⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　　　社外監査役江口克彦が代表を務めます株式会社PHP研究所と当社は、営業取引があります。また、社外監査役鳥居功は、

当社株式300株を所有し、社外監査役笹岡繁博は、当社株式を20,000株所有しております。これ以外に当社と社外監査役

との間に利害関係はありません。(特別顧問としての顧問料を除く)

 なお、当社では、社外取締役は選任しておりません。

（３）リスク管理体制の整備の状況

当社では、コンプライアンス教育の一環として、当社取締役等を対象としたストックオプションの権利行使と株式

売却に際し、自社株売買の留意点等を説明するガイダンスを実施し、インサイダー取引防止管理の徹底に努めており

ます。

また、個人情報保護対策におけるリスク管理体制の一環として、規程の新設やICカードによる入退室管理、セキュリ

ティを高めたオフィスレイアウトの変更を実施しております。

なお、重要な契約書等については、原則として全て顧問弁護士による法的な内容確認を受けることとし、不測のリス

クを可能な限り回避できるよう努めております。

さらに、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、同勢力とは取引関係その他一切の関係を持たず不当要求

に対して断固として拒絶する社内体制を整備しております。

（４）役員報酬の内容

　　　　取締役の年間報酬総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　137,400千円

　　　　監査役の年間報酬総額　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　8,400千円（うち社外監査役8,400千円）

（５）監査報酬の内容

　　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

当社の東陽監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内容

は、当社が会計監査人に監査契約に基づく監査証明業務の対価として支払うべき報酬等であり、その額は25,000千円で

あります。

（６）取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

（７）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
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（８）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権

限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

（９）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表についてはみすず監査

法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１

日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

前連結会計年度及び前事業年度　みすず監査法人

当連結会計年度及び当事業年度　東陽監査法人
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  4,885,637   4,937,238  

２．売掛金 　  1,318,716   1,290,253  

３．たな卸資産 　  27,085   26,595  

４．繰延税金資産 　  114,597   79,016  

５．未収入金 　  779,600   －  

６．その他 　  63,544   87,025  

７．貸倒引当金 　  △43,138   △46,434  

流動資産合計 　  7,146,043 72.4  6,373,694 71.7

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 51,766   72,402   

減価償却累計額 　 23,103 28,662  24,633 47,769  

(2）工具器具備品 　 128,481   132,295   

減価償却累計額 　 83,105 45,376  88,318 43,977  

(3）建設仮勘定 　  1,415   －  

有形固定資産合計 　  75,453 0.8  91,746 1.0

２．無形固定資産 　       

(1）のれん 　  36,028   24,019  

(2）その他 　  28,621   32,042  

無形固定資産合計 　  64,649 0.7  56,061 0.6

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 ※１  2,288,115   1,784,059  

(2）繰延税金資産 　  187,290   471,107  

(3）その他 　  170,527   174,056  

(4）貸倒引当金 　  △66,959   △59,759  

投資その他の資産合計 　  2,578,974 26.1  2,369,463 26.7

固定資産合計 　  2,719,077 27.6  2,517,271 28.3

資産合計 　  9,865,120 100.0  8,890,965 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  112,076   18,511  

２．営業未払金 　  878,414   678,824  

３．未払法人税等 　  571,597   315,401  

４．その他 　  904,747   344,540  

流動負債合計 　  2,466,836 25.0  1,357,277 15.3

負債合計 　  2,466,836 25.0  1,357,277 15.3

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,669,000 27.1  2,669,000 30.0

２．資本剰余金 　  3,091,167 31.3  2,466,023 27.8

３．利益剰余金 　  2,355,234 23.9  2,812,566 31.6

４．自己株式 　  △672,682 △6.8  △4,923 △0.1

　　株主資本合計 　  7,442,719 75.5  7,942,666 89.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

その他有価証券評価差額金 　  △78,077 △0.8  △408,978 △4.6

　　評価・換算差額等合計 　  △78,077 △0.8  △408,978 △4.6

Ⅲ　少数株主持分 　  33,642 0.3  － －

純資産合計 　  7,398,284 75.0  7,533,688 84.7

負債純資産合計 　  9,865,120 100.0  8,890,965 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  6,264,586 100.0  5,792,388 100.0

Ⅱ　売上原価 　  3,198,551 51.1  2,963,732 51.2

売上総利益 　  3,066,035 48.9  2,828,655 48.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１

※２
 1,673,902 26.7  1,729,306 29.8

営業利益 　  1,392,132 22.2  1,099,348 19.0

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 5,600   15,551   

２．有価証券利息 　 8,689   23,090   

３．受取配当金 　 42,147   22,830   

４．為替差益 　 －   2,598   

５. 組合出資金運用益 　 －   412,646   

６. 貸倒引当金戻入益 　 7,300   7,200   

７．雑収入 　 10,472 74,210 1.2 4,607 488,525 8.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 9,330   －   

２．組合出資金運用損 　 17,416   －   

３．為替差損 　 4,563   －   

４．持分法による投資損失 　 2,608   1,291   

５．雑損失 　 2,203 36,122 0.6 3,241 4,533 0.1

経常利益 　  1,430,221 22.8  1,583,340 27.3

Ⅵ　特別利益 　       

１．投資有価証券売却益 　 186,947   17,984   

２．固定資産売却益 ※３ 1,444,367 1,631,315 26.0 84 18,068 0.3

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産売却損 ※４ －   649   

２．固定資産除却損 ※５ 12,323   447   

３．投資有価証券評価損 　 237,699   125,642   

４．投資有価証券売却損 　 1,007,509   179,854   

５．業務委託契約解約損 　 52,322   －   

６．減損損失 ※６ 15,169 1,325,023 21.1 － 306,593 5.3

税金等調整前当期純利
益

　  1,736,513 27.7  1,294,814 22.3

法人税、住民税及び事業
税

　 745,813   631,424   

法人税等調整額 　 68,783 814,596 13.0 △21,219 610,204 10.5

少数株主損失 　  10,320 0.2  4,788 0.1

当期純利益 　  932,236 14.9  689,398 11.9
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 2,669,000 3,091,469 1,682,961 △674,258 6,769,173

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △105,032  △105,032

剰余金の配当   △105,032  △105,032

役員賞与（注）   △49,900  △49,900

当期純利益   932,236  932,236

自己株式の処分  △301  1,575 1,273

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ △301 672,272 1,575 673,546

平成19年３月31日　残高（千円） 2,669,000 3,091,167 2,355,234 △672,682 7,442,719

 

評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） △60,581 △60,581 43,963 6,752,555

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）    △105,032

剰余金の配当    △105,032

役員賞与（注）    △49,900

当期純利益    932,236

自己株式の処分    1,273

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△17,496 △17,496 △10,320 △27,817

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△17,496 △17,496 △10,320 645,729

平成19年３月31日　残高（千円） △78,077 △78,077 33,642 7,398,284

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 2,669,000 3,091,167 2,355,234 △672,682 7,442,719

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △232,066  △232,066

当期純利益   689,398  689,398

自己株式の消却  △602,476  602,476 －

自己株式の処分  △22,667  65,282 42,614

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ △625,144 457,331 667,759 499,946

平成20年３月31日　残高（千円） 2,669,000 2,466,023 2,812,566 △4,923 7,942,666
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評価・換算差額等

少数株主持
分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） △78,077 △78,077 33,642 7,398,284

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △232,066

当期純利益    689,398

自己株式の消却    －

自己株式の処分    42,614

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△330,900 △330,900 △33,642 △364,543

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△330,900 △330,900 △33,642 135,403

平成20年３月31日　残高（千円） △408,978 △408,978 － 7,533,688
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

税金等調整前当期純利
益

　 1,736,513 1,294,814

減価償却費 　 27,964 34,313

のれん償却額 　 23,157 12,009

貸倒引当金の減少額 　 △8,827 △3,904

受取利息及び受取配当
金

　 △56,437 △61,472

支払利息 　 9,330 －

為替差損益 　 4,563 △2,514

投資有価証券売却損 　 1,007,509 179,854

投資有価証券売却益 　 △186,947 △17,984

投資有価証券評価損 　 237,699 125,642

組合出資金運用損 　 17,416 －

組合出資金運用益 　 － △412,646

固定資産除売却損 　 12,323 －

固定資産売却益 　 △1,444,367 －

売上債権の増減額 　 △164,850 28,463

前渡金の増減額 　 △55,608 14,842

仕入債務の増減額 　 48,754 △93,565

営業未払金の増減額 　 279,015 △199,589

未払金の増減額 　 202,191 △81,216

預り金の減少額 　 △23,270 －

役員賞与の支払額 　 △49,900 －

未払消費税等の増減額 　 13,122 △50,902

その他 　 38,500 △21,640

小計 　 1,667,853 744,503

利息及び配当金の受取
額

　 51,249 61,661

利息の支払額 　 △9,330 －

法人税等の支払額 　 △628,772 △909,054

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 1,081,000 △102,888
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

投資有価証券取得によ
る支出

　 △1,193,016 △966,310

投資有価証券売却によ
る収入

　 3,178,353 1,121,463

投資有価証券償還等に
よる収入

　 418,678 305,214

有形固定資産購入によ
る支出

　 △26,558 △71,563

有形固定資産売却によ
る収入

　 2,125,490 －

無形固定資産購入によ
る支出

　 △26,741 △10,415

敷金保証金の預入によ
る支出

 － △10,727

その他 　 △2,554 △610

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 4,473,652 367,051

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

短期借入れによる収入 　 600,000 －

短期借入金の返済によ
る支出

　 △1,800,000 －

子会社清算による少数
株主への分配金

　 － △28,854

ストック・オプション
行使による収入

　 1,273 42,614

配当金の支払額 　 △182,332 △230,837

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,381,058 △217,076

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 2,265 2,514

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

　 4,175,859 49,601

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 711,777 4,887,637

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 4,887,637 4,937,238
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　　２社

 　　主要な連結子会社の名称

 　　ゴールドゴルフ㈱

 　　ロケットカンパニー㈱

――――

(1) 連結子会社の数　　　　　２社

 　　主要な連結子会社の名称

 　　ロケットカンパニー㈱

　　 ソリッドロジックス㈱

　ソリッドロジックス㈱については、当連

結会計年度において新たに設立したこと

により、当連結会計年度より連結子会社に

含めております。

　また、前連結会計年度まで連結子会社で

あったゴールドゴルフ㈱については平成

20年３月26日に清算結了し、連結子会社で

なくなりました。

　なお、当連結会計年度中に清算結了をし

ているため、当連結会計年度においては清

算結了時までの損益計算書のみを連結し

ております。

 (2) 非連結子会社の名称等

   Imagineer STD（HK）Limited.

 （連結の範囲から除いた理由）

  非連結子会社は、小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

(2) 非連結子会社の名称等

   Imagineer STD（HK）Limited.

 （連結の範囲から除いた理由）

  　　　　　　   同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法を適用した関連会社数　１社

 　主要な会社等の名称

  　㈱デルタアーツ

 ㈱デルタアーツについては、新たに株式

を取得したことから、当連結会計年度より

持分法適用の範囲に含めております。

(1）持分法を適用した関連会社数　１社

 　主要な会社等の名称

  　㈱デルタアーツ

――――

 (2）持分法を適用していない非連結子会

社

　Imagineer STD（HK）Limited.は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。

(2）持分法を適用していない非連結子会

社

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．会計処理基準に関する事

項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により

　処理し、売却原価は移動平均法により

　算定）

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

①　有価証券

　その他有価証券

　時価のあるもの

同左

 

 

 

　時価のないもの

　　　　　　　　同左

 ②　たな卸資産

　総平均法による原価法

②　たな卸資産

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法

  　ただし、平成10年４月１日以降に取

　得した建物（付属設備を除く）につい

　ては、定額法

　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

　あります。

　　建物及び構築物　　　２～42年

　　車両運搬具　　　　　　  ４年

　　工具器具備品　　　　２～15年

①　有形固定資産

　定率法

  　ただし、平成10年４月１日以降に取

　得した建物（付属設備を除く）につい

　ては、定額法

　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

　あります。

　　建物　　　　　　　　８～24年

　　工具器具備品　　　　２～15年

 

（会計方針の変更）

　当社グループは、法人税法改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。

（追加情報）

　当社グループは、法人税法改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響は軽微

であります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ②　無形固定資産

 自社利用ソフトウェア

 　社内における利用可能期間（５年）に

　基づく定額法

②　無形固定資産

 自社利用ソフトウェア

　　　　　　　　同左

  その他

　定額法

 その他

　　　　　　　　同左

 ③　長期前払費用

 定額法

③　長期前払費用

　　　　　　　　同左

(3）重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

(4）重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

 消費税等の会計処理方法

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれんの償却に関する事

項

 のれんの償却については、５年間の均等

償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は7,364,642千

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。

  ――――

 

 

 

 

 

　

 

　

 

 

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が176,000千円減少しております。

　なお、当該金額は未払金として計上し、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

　また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

 ――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （連結貸借対照表）

 １．前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

表示しております。

 ２.「未収入金」は前連結会計年度まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度

において、資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記しました。

なお、前連結会計年度末の「未収入金」は、2,950千円で

あります。

 （連結貸借対照表）

 １．前連結会計年度まで、区分掲記しておりました「未収

入金」は資産の総額の100分の５以下となったため、流

動資産の「その他」に含めて表示することといたしま

した。

 　　なお、当連結会計年度における「未収入金」の金額は、

35,115千円であります。

 （連結キャッシュ・フロー計算書）  （連結キャッシュ・フロー計算書）

 １．前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。

 １．前連結会計年度において区分掲記しておりました連結

キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローの「固定資産除売却損」については、重

要性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表

示しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「固定資産除売却損」は1,097千円であります。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ２．前連結会計年度において区分掲記しておりました連結

キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローの「たな卸資産の増加額」については、

重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて

表示しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「たな卸資産の増加額」は6,474千円であります。

 ３．前連結会計年度において区分掲記しておりました連結

キャッシュ・フロー計算書の投資活動によるキャッ

シュ・フローの「敷金保証金の預入による支出」につ

いては、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ

り投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「敷金保証金の預入による支出」は11千円でありま

す。

 ２．前連結会計年度において区分掲記しておりました連結

キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローの「固定資産売却益」については、重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「固定資産売却益」は84千円であります。

 ３．前連結会計年度において区分掲記しておりました連結

キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローの「預り金の減少額」については、重要

性が乏しくなったため、当連結会計年度より営業活動

によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「預り金の増加額」は852千円であります。

 ４．前連結会計年度において区分掲記しておりました連結

キャッシュ・フロー計算書の投資活動によるキャッ

シュ・フローの「有形固定資産売却による収入」につ

いては、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度よ

り投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示しております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「有形固定資産売却による収入」は378千円でありま

す。

 ５．連結キャッシュ・フロー計算書の投資活動による

キャッシュ・フローの「敷金保証金の預入による支

出」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示し

ておりましたが、金額的重要性が増したため、当連結会

計年度より区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「敷金保証金の預入による支出」は11千円でありま

す。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

 ※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

 投資有価証券（株式） 　1,740千円 

 ※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

 投資有価証券（株式） 　     448千円 

　２．当社は、効率的な資金調達を行うため取引銀行と当

座貸越契約を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の総額 500,000千円 

借入の実行残高 －千円 

 差引差額 500,000千円 

　２．当社は、効率的な資金調達を行うため取引銀行と当

座貸越契約を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座貸越極度額の総額        500,000千円 

借入の実行残高 　－千円 

 差引差額        500,000千円 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 給与手当 　290,722千円 

 役員賞与 　176,000千円 

 広告宣伝費 198,480千円 

 支払手数料 　436,453千円

 研究開発費 116,954千円 

 貸倒引当金繰入額  　32,575千円

 給与手当 　    226,800千円 

 役員報酬 　    185,920千円 

 広告宣伝費      191,548千円 

 支払手数料 　    473,408千円

 研究開発費       186,501千円 

 貸倒引当金繰入額  　    37,888千円

 ※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開　　

発費　　　

 116,954千円

 ※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開　　

発費　　　

        186,501千円

 ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 建物及び構築物 851千円 

 車両運搬具 17千円 

 工具器具備品 48千円 

 土地 1,443,451千円

 計 1,444,367千円 

 ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 工具器具備品   84千円 

 ※４．　　　　　　　　――――  ※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 工具器具備品   649千円 

 ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物  8,851千円 

 工具器具備品  3,471千円

 計  12,323千円 

 ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 工具器具備品   447千円 
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ※６．減損損失の内容は次のとおりであります。

  当社グループは、当連結会計年度において、以下のとお

り減損損失を計上いたしました。

 （１）減損を認識した主な資産

場所 用途 種類

イマジニア 

(東京都新宿区)
遊休資産

建物及び工具器具

備品

ゴールドゴルフ 

(東京都新宿区)
会員管理システム

工具器具備品及び

ソフトウェア

ゴールドゴルフ 

(東京都新宿区)
 　　　　－ のれん

 （２）減損損失の認識に至った経緯

  遊休資産は、オフィスの改修工事のため、当該資産を廃棄

することが決定したため減損損失を認識しております。

　また、会員管理システムは、ゴールドゴルフ株式会社の営

業キャッシュ・フローが連続してマイナスとなっているこ

とから減損損失を認識しております。

　なお、のれんについては、株式取得時に検討した事業計画

において、当初想定していた収益が見込めなくなったこと

から減損損失を認識しております。

 ※６．　　　　　　　　――――

 （３）減損金額

建物及び構築物 2,794千円 

 工具器具備品 694千円 

 ソフトウェア 3,319千円 

 のれん 8,361千円

 計 15,169千円 

 （４）グルーピングの方法

　事業の種類別セグメントを基礎として、グルーピングを

行っております。なお、遊休資産については個々の物件を最

小単位としてグルーピングをしております。

 （５）回収の可能性の算定方法

　遊休資産については、廃棄予定のため残存価額をゼロまで

減損損失を計上いたしました。

　なお、会員管理システム及びのれんについては、当該減損

損失の測定に使用した回収可能価額は使用価値を用いてい

ますが、将来キャッシュ・フローがゼロのため使用価値は

無いものとしております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 11,872 － － 11,872

合計 11,872 － － 11,872

自己株式     

普通株式 1,369 － 3 1,366

合計 1,369 － 3 1,366

(注)普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

　

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 当連結会計年度末における残高はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 105,032 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月10日

取締役会
普通株式 105,032 10 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月16日

取締役会
普通株式 126,076  利益剰余金 12 平成19年３月31日 平成19年６月29日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　(注)１ 11,872 － 1,223 10,649

合計 11,872 － 1,223 10,649

自己株式     

普通株式　(注)１、２ 1,366 － 1,356 10

合計 1,366 － 1,356 10

(注)１．普通株式の発行済株式総数及び普通株式の自己株式の株式数の減少のうち1,223千株は、自己株式の消却

　　　　による減少であります。

　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち132千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。
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 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成13年新株引受権

（注）１
普通株式 52,600 － 52,600 － －

平成14年新株予約権

（注）２
普通株式 80,000 － 80,000 － －

平成17年新株予約権

（注）３
普通株式 400,000 － － 400,000 －

合計 － 532,600 － 132,600 400,000 －

 （注）１．平成13年新株引受権の当連結会計年度減少は、新株引受権の行使によるものであります。

 ２．平成14年新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。

 ３．平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月16日

取締役会
普通株式 126,076 12 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月21日

取締役会
普通株式 105,990 10 平成19年９月30日 平成19年12月７日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月14日

取締役会
普通株式 127,668  利益剰余金 12 平成20年３月31日 平成20年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 　4,885,637千円

その他(コールローン) 　2,000千円

現金及び現金同等物 　4,887,637千円

現金及び預金勘定 　   4,937,238千円

現金及び現金同等物 　   4,937,238千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 13,726 7,626 6,100

車両運搬具 9,777 4,532 5,244

計 23,504 12,158 11,345

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 9,777 6,499 3,278

計 9,777 6,499 3,278

 （注）　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっております。

 （注）　　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,017千円

１年超 6,328千円

合計 11,345千円

１年内 1,966千円

１年超 1,311千円

合計 3,278千円

 （注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。

 （注）　　　　　　　　 同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 5,017千円

減価償却費相当額 5,017千円

支払リース料 1,966千円

減価償却費相当額      1,966千円

４．減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

 同左

 （減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について)

 同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　  種類  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 101,000 118,790 17,790

 小計 101,000 118,790 17,790

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 925,425 759,000 △166,425

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 323,817 308,988 △14,828

(3）その他 232,300 203,835 △28,465

 小計 1,481,542 1,271,823 △209,718

合計 1,582,542 1,390,613 △191,928

　（注）　減損処理金額については取得原価から控除しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

3,950,124 186,947 1,007,509

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 183,629

投資事業有限責任組合等への出資 712,131

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － 325,800 － －

２．その他 － － － －

合計 － 325,800 － －

当連結会計年度（平成20年３月31日）
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１．その他有価証券で時価のあるもの

　  種類  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3）その他 － － －

 小計 － － －

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 1,318,684 730,000 △588,684

(2）債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 324,156 228,501 △95,655

(3）その他 141,637 105,331 △36,306

 小計 1,784,479 1,063,833 △720,646

合計 1,784,479 1,063,833 △720,646

　（注）　減損処理金額については取得原価から控除しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

349,692 17,984 179,854

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券  

非上場株式 85,269

投資事業有限責任組合等への出資 634,508

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － 247,400 － －

２．その他 － － － －

合計 － 247,400 － －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　 該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　 該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
取締役　　　　 ４名

従業員　　　　 42名

取締役　　　　 ４名

監査役　　　　 ２名

顧問　　　　　 １名

コンサルタント １名

取締役　　　　４名

株式の種類別のストック・

オプション数（注）
普通株式　242,200株 普通株式　400,000株 普通株式 400,000株

付与日 平成13年７月27日 平成15年５月９日 平成18年４月26日

権利確定条件

 付与日（平成13年７月27
日）以降、権利確定日（平

成16年６月30日）まで継続
して勤務していること

 付与日（平成15年５月９

日）以降、権利確定日（平

成17年６月30日）まで継続

して勤務していること

 付与日（平成18年４月26

日）以降、権利確定日（平

成22年６月30日）まで継続

して勤務していること

対象勤務期間
平成13年７月27日から

平成16年６月30日まで

平成15年５月９日から

平成17年６月30日まで

平成18年４月26日から

平成22年６月30日まで

権利行使期間
平成16年７月１日から

平成19年６月30日まで

平成17年７月１日から

平成20年６月30日まで

平成22年７月１日から

平成27年６月29日まで

（注）株式数に換算して記載しております。
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 (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － 400,000

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － 400,000

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 55,800 80,000 －

権利確定 － － －

権利行使 3,200 － －

失効 － － －

未行使残 52,600 80,000 －

②　単価情報

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 398 271 2,119

行使時平均株価　　　　　（円） 1,797 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

 該当事項はありません。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 該当事項はありません。

４．連結財務諸表への影響額

 会社法の施行以前に付与されたストック・オプションであるため、連結財務諸表への影響はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
取締役　　　　 ４名

従業員　　　　 42名

取締役　　　　 ４名

監査役　　　　 ２名

顧問　　　　　 １名

コンサルタント １名

取締役　　　　４名

株式の種類別のストック・

オプション数（注）
普通株式　242,200株 普通株式　400,000株 普通株式 400,000株

付与日 平成13年７月27日 平成15年５月９日 平成18年４月26日
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平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定条件

 付与日（平成13年７月27
日）以降、権利確定日（平

成16年６月30日）まで継続
して勤務していること

 付与日（平成15年５月９

日）以降、権利確定日（平

成17年６月30日）まで継続

して勤務していること

 付与日（平成18年４月26

日）以降、権利確定日（平

成22年６月30日）まで継続

して勤務していること

対象勤務期間
平成13年７月27日から

平成16年６月30日まで

平成15年５月９日から

平成17年６月30日まで

平成18年４月26日から

平成22年６月30日まで

権利行使期間
平成16年７月１日から

平成19年６月30日まで

平成17年７月１日から

平成20年６月30日まで

平成22年７月１日から

平成27年６月29日まで

（注）株式数に換算して記載しております。

 (2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － 400,000

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － 400,000

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 52,600 80,000 －

権利確定 － － －

権利行使 52,600 80,000  

失効 － － －

未行使残 － － －

②　単価情報

 
平成13年

ストック・オプション
平成14年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 398 271 2,119

行使時平均株価　　　　　（円） 1,652 1,418 －

公正な評価単価（付与日）（円） － － －

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

 該当事項はありません。

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 該当事項はありません。

４．連結財務諸表への影響額

 会社法の施行以前に付与されたストック・オプションであるため、連結財務諸表への影響はありません。

（税効果会計関係）
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(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在） 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

（繰延税金資産）   　   

研究開発費  118,382千円 　  151,766千円

有価証券  50,281千円 　  97,628千円

ソフトウェア  　6,632千円 　  29,005千円

減価償却費  　9,356千円 　  19千円

貸倒引当金  　15,226千円 　  29,402千円

その他有価証券評価差額金  　53,565千円 　  280,582千円

未払事業税  　50,235千円 　  25,330千円

その他  　62,674千円 　  46,580千円

繰越欠損金  　59,166千円 　  　     －千円

繰延税金資産小計  　425,520千円 　  660,315千円

評価性引当額  　△123,633千円 　  △110,191千円

繰延税金資産合計  　301,887千円 　  550,123千円

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別内訳

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在） 　
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

法定実効税率  　40.7％ 　  40.7％

（調整）   　   

交際費等永久に損金に算入されない項目  　4.7％ 　  5.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  　△0.3％ 　  △0.3％

住民税均等割  　0.2％ 　  0.3％

のれん償却  　0.5％ 　  0.4％

評価性引当金に係る影響  　△1.3％ 　  　　　△1.0％

欠損子会社の未認識税務利益  　1.4％ 　  　　 －％

その他  　1.0％ 　  1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  　46.9％ 　  47.1％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

モバイル
コンテン
ツ事業
（千円）

モバイル
コマース
事業
（千円）

パッケー
ジソフト
ウェア事
業
（千円）

ゴルフ
サービス
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 3,839,912 556,713 1,659,762 208,198 6,264,586 － 6,264,586

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 572 8,465 47 9,084 (9,084) －

計 3,839,912 557,285 1,668,227 208,245 6,273,671 (9,084) 6,264,586

営業費用 2,667,254 550,578 1,178,933 253,587 4,650,353 222,100 4,872,453

営業利益（又は営業損失） 1,172,657 6,707 489,294 (45,341) 1,623,317 (231,185) 1,392,132

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 1,385,367 181,244 1,041,714 218,149 2,826,475 7,038,645 9,865,120

減価償却費 18,136 1,478 1,363 5,893 26,872 1,091 27,964

減損損失 494 － － 11,779 12,273 2,895 15,169

資本的支出 55,315 7,534 2,190 3,573 68,613 6,395 75,009

　（注）１．事業の区分方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 事業内容

モバイルコンテンツ事業 モバイルコンテンツ

モバイルコマース事業 モバイルコマース、キャラクターグッズ製造及びライセンス等

パッケージソフトウェア事業 家庭用ゲーム機向けソフトウェア

ゴルフサービス事業 ゴルフ場運営収入、ゴルフサービス

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は250,526千円であり、その主なものは当社の

管理部門等にかかる費用であります。

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、7,058,423千円であり、その主なものは余資運用

資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び繰延税金資産であります。

 ５．会計方針の変更

 （役員賞与に関する会計基準）

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載の通り、当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、営業費用が「モバイルコンテンツ事業」は20,850千円、「モバイルコマー

ス事業」は20,850千円、「パッケージソフトウェア事業」は105,650千円、「ゴルフサービス事業」は10,650

千円、「消去又は全社」は18,000千円それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

モバイル
コンテン
ツ事業
（千円）

モバイル
コマース
事業
（千円）

パッケー
ジソフト
ウェア事
業
（千円）

その他事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        
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モバイル
コンテン
ツ事業
（千円）

モバイル
コマース
事業
（千円）

パッケー
ジソフト
ウェア事
業
（千円）

その他事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 3,864,070 578,223 1,349,248 846 5,792,388 － 5,792,388

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
4,700 28,280 21,188 24 54,194 (54,194) －

計 3,868,770 606,503 1,370,436 871 5,846,582 (54,194) 5,792,388

営業費用 2,731,673 523,135 1,202,051 40,124 4,496,984 196,054 4,693,039

営業利益（又は営業損失） 1,137,096 83,368 168,385 (39,253) 1,349,597 (250,248) 1,099,348

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
       

資産 1,518,427 163,185 680,690 － 2,362,304 6,528,661 8,890,965

減価償却費 28,179 2,515 759 － 31,455 2,858 34,313

資本的支出 40,101 5,109 540 － 45,751 11,167 56,919

　（注）１．事業の区分方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 事業内容

モバイルコンテンツ事業 モバイルコンテンツ

モバイルコマース事業 モバイルコマース、キャラクターグッズ製造及びライセンス等

パッケージソフトウェア事業 家庭用ゲーム機向けソフトウェア

その他事業 ゴルフサービス

なお、その他事業のゴールドゴルフ㈱は、平成20年３月26日付をもって清算を結了しております。

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は254,895千円であり、その主なものは当社の

管理部門等にかかる費用であります。

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、6,535,497千円であり、その主なものは余資運用

資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び繰延税金資産であります。

５．事業区分の方法の変更

 事業区分の方法について、前連結会計年度まで「モバイルコンテンツ事業」、「モバイルコマース事業」

「パッケージソフトウェア事業」、「ゴルフサービス事業」と区分しておりましたが、当連結会計年度におい

て、「ゴルフサービス事業」の廃止を決定したことから同事業を「その他事業」と変更しております。

 なお、前連結会計年度における変更後の区分によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報

は次のとおりであります。
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前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

モバイル
コンテン
ツ事業
（千円）

モバイル
コマース
事業
（千円）

パッケー
ジソフト
ウェア事
業
（千円）

その他事
業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 3,839,912 556,713 1,659,762 208,198 6,264,586 － 6,264,586

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 572 8,465 47 9,084 (9,084) －

計 3,839,912 557,285 1,668,227 208,245 6,273,671 (9,084) 6,264,586

営業費用 2,667,254 550,578 1,178,933 253,587 4,650,353 222,100 4,872,453

営業利益（又は営業損失） 1,172,657 6,707 489,294 (45,341) 1,623,317 (231,185) 1,392,132

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 1,385,367 181,244 1,041,714 218,149 2,826,475 7,038,645 9,865,120

減価償却費 18,136 1,478 1,363 5,893 26,872 1,091 27,964

減損損失 494 － － 11,779 12,273 2,895 15,169

資本的支出 55,315 7,534 2,190 3,573 68,613 6,395 75,009

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 　700円96銭

１株当たり当期純利益 　88円75銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　87円86銭

１株当たり純資産額 　 708円11銭

１株当たり当期純利益 　  65円18銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　  64円83銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 932,236 689,398

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 932,236 689,398

期中平均株式数（株） 10,503,569 10,575,400

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 105,715 57,367

（うち新株予約権） （65,188） （50,615）

（うち新株引受権） （40,526） （6,752）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　平成17年６月29日定時株主総会決

議による新株予約権（新株予約権

の数4,000個）。

同左

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （重要な子会社の設立）

 当社は、平成19年４月19日開催の取締役会にて、下記のと

おり子会社の設立を決議いたしました。

 （1）設立する子会社の概要

 ①商号　　　　ソリッドロジックス株式会社

 ②設立年月　　平成19年４月

 ③事業の内容　ソフトウェア開発事業

 ④本店所在地　東京都新宿区

 ⑤資本金額　　60,000千円

 ⑥持分比率　　100％

 （2）設立の目的

  モバイルサイトのシステム開発を始め、インターネット

ビジネス全般に関わる最新技術の研究・開発を行ってい

き新サービスを提供する核となる技術力の強化を図るた

め。

――――
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （自己株式の消却）

　当社は、株主重視の経営を進め、発行済株式数の減少を通

じた株主価値の増進および資本効率の向上を図るため、平

成19年５月14日開催の取締役会において、会社法第178条

の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議いたし

ました。

 （1）消却の方法　　　　　その他資本剰余金から減額

（2）消却する株式の種類　普通株式

（3）消却する株式の総数　1,223,800株

（4）消却の時期　　　　　平成19年５月31日

――――

 ――――  （自己株式の取得） 

  当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の

遂行を可能とするため、平成20年５月14日開催の取締役会

において、会社法第459条第１項の規定による定款の定め

に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

 （1）取得の方法　　        市場買付

（2）取得する株式の種類　　当社普通株式

（3）取得する株式の総数　　700,000株（上限）

 　　　　　　　（発行済株式総数に対する割合6.57％）

 （4）株式取得価額の総額　　700,000千円（上限）

 （5）株式取得の日程　　　　平成20年５月15日～

　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月19日

 ――――  （新株予約権の発行） 

  当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき

新株予約権を発行することと決議いたしました。

　この内容の詳細については、「第４　提出会社の状況

１．株式の状況（８）ストックオプション制度の内容」

に記載の通りであります。

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  3,909,905   4,426,917  

２．売掛金 　  1,261,574   1,253,343  

３．商品 　  4,494   12,614  

４．製品 　  2,670   357  

５．仕掛品 　  10,235   2,849  

６．貯蔵品 　  680   739  

７．前払費用 　  598   7,277  

８．繰延税金資産 　  69,839   73,118  

９．未収入金 　  788,919   －  

10．その他   8,103   14,200  

11．貸倒引当金 　  △43,138   △46,434  

流動資産合計 　  6,013,882 67.2  5,744,982 68.8

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 51,766   72,402   

減価償却累計額 　 △23,103 28,662  △24,633 47,769  

(2）工具器具備品 　 126,430   128,940   

減価償却累計額 　 △82,505 43,924  △87,071 41,869  

 (3) 建設仮勘定 　  1,415   －  

有形固定資産合計 　  74,002 0.9  89,638 1.1
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２．無形固定資産 　       

(1) 商標権 　  10,292   9,891  

(2）ソフトウェア 　  14,689   18,672  

(3）電話加入権 　  2,815   2,815  

無形固定資産合計 　  27,798 0.3  31,379 0.4

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  2,286,375   1,783,610  

(2）関係会社株式 　  297,957   200,448  

(3）長期前払費用 　  1,650   1,717  

(4）敷金保証金 　  96,324   107,026  

(5）繰延税金資産 　  141,639   387,926  

(6）その他 　  71,959   64,759  

(7）貸倒引当金 　  △66,959   △59,759  

投資その他の資産合計 　  2,828,946 31.6  2,485,729 29.7

固定資産合計 　  2,930,746 32.8  2,606,747 31.2

資産合計 　  8,944,629 100.0  8,351,730 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  107,036   11,371  

２．未払金 　  224,952   192,592  

３．営業未払金 　  803,775   636,070  

４．未払費用 　  22,492   14,304  

５．未払法人税等 　  243,439   307,403  

６．未払消費税等 　  26,051   7,171  

７．預り金 　  6,210   5,269  

８. 仮受金 　  423,744   －  

９．その他 　  5,272   6,439  

流動負債合計 　  1,862,975 20.8  1,180,623 14.1

負債合計 　  1,862,975 20.8  1,180,623 14.1

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,669,000 29.8  2,669,000 32.0

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 667,250   667,250   

(2）その他資本剰余金 　 2,423,917   1,798,773   

資本剰余金合計 　  3,091,167 34.6  2,466,023 29.5

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 2,072,245   2,449,985   

利益剰余金合計 　  2,072,245 23.2  2,449,985 29.4

４．自己株式 　  △672,682 △7.5  △4,923 △0.1

株主資本合計 　  7,159,730 80.1  7,580,085 90.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

　　その他有価証券評価差額金 　  △78,077 △0.9  △408,978 △4.9

評価・換算差額等合計 　  △78,077 △0.9  △408,978 △4.9

純資産合計 　  7,081,653 79.2  7,171,107 85.9

負債純資産合計 　  8,944,629 100.0  8,351,730 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．モバイルインターネッ
ト売上高

　 3,828,912   3,862,978   

２．商品売上高 　 211,736   235,272   

３．製品売上高 　 244,578   125,043   

４．ゴルフ売上高 　 206,933   －   

５．その他売上高 　 114,199 4,606,360 100.0 246,460 4,469,755 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．モバイルインターネッ
ト売上原価

　 1,988,047   1,989,478   

２．商品売上原価 　 111,554   126,637   

３．製品売上原価 　 217,942   108,565   

４．ゴルフ売上原価 　 164,250   －   

５．その他売上原価 　 68,070 2,549,864 55.4 164,512 2,389,194 53.5

売上総利益 　  2,056,496 44.6  2,080,560 46.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．荷造運送費 　 26,150   23,530   

２．保管手数料 　 8,040   9,168   

３．販売促進費 　 11,920   13,522   

４．広告宣伝費 　 16,890   19,790   

５．貸倒引当金繰入額 　 32,575   37,888   

６．役員報酬 　 89,850   88,200   

７. 役員賞与 　 81,000   60,000   

８．給与手当 　 244,257   195,245   

９．賃借料 　 33,607   24,320   

10．旅費交通費 　 21,474   19,529   

11．支払手数料 　 426,021   474,965   

12．減価償却費 　 12,424   14,409   

13．研究開発費 ※２ 34,704   73,663   

14．その他 　 119,795 1,158,713 25.1 108,842 1,163,075 26.0

営業利益 　  897,782 19.5  917,484 20.5
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 5,486   14,657   

２．有価証券利息 　 8,689   23,090   

３．受取配当金 　 42,147   22,830   

４．為替差益 　 －   2,534   

５．組合出資金運用益 　 －   412,646   

６．経営指導料収入 ※１ 8,996   －   

７．貸倒引当金戻入益 　 7,200   7,200   

８．雑収入 　 10,831 83,352 1.8 4,210 487,170 10.9

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 ※１ 14,412   6,052   

２．組合出資金運用損 　 17,416   －   

３. 為替差損 　 4,563   －   

４．雑損失 　 2,203 38,595 0.8 － 6,052 0.1

経常利益 　  942,539 20.5  1,398,603 31.3

Ⅵ　特別利益 　       

１．投資有価証券売却益 　 186,947   17,984   

２. 固定資産売却益 ※３ 1,444,348 1,631,295 35.4 － 17,984 0.4

Ⅶ　特別損失 　       

  １．固定資産売却損 ※４ －   649   

２．固定資産除却損 ※５ 11,977   447   

３．投資有価証券評価損 　 237,699   125,642   

４．投資有価証券売却損 　 1,007,509   179,854   

５. 関係会社株式評価損 　 142,491   22,255   

６. 業務委託契約解約損 　 52,322   －   

７. 減損損失 ※６ 3,390 1,455,389 31.6 － 328,849 7.4

税引前当期純利益 　  1,118,445 24.3  1,087,738 24.3

法人税、住民税及び事業
税

　 395,505   500,483   

法人税等調整額 　 137,737 533,243 11.6 △22,550 477,932 10.7

当期純利益 　  585,202 12.7  609,806 13.6
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売上原価明細

(1)モバイルインターネット売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．労務費 　 166,089 26.6 228,403 33.6

２．経費 　 457,460 73.4 451,017 66.4

合計 　 623,549 100.0 679,421 100.0

３．他勘定振替高 ※１ 34,079  73,663  

４．版権料 　 1,398,577  1,383,720  

モバイルインターネット
売上原価合計

　 1,988,047  1,989,478  

　※１　他勘定振替高の主な内訳

　 　
前事業年度

　 　
当事業年度

　

研究開発費 34,079千円 　　　73,663千円

(2)商品売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

１．期首商品たな卸高 　 5,139 4,494

２．当期商品仕入高 　 111,169 134,958

合計 　 116,308 139,453

３．他勘定振替高 ※１ 259 201

４．期末商品たな卸高 　 4,494 12,614

商品売上原価合計 　 111,554 126,637

　※１　他勘定振替高の主な内訳

　 　
前事業年度

　 　
当事業年度

　

販売促進費 60千円 　　－千円

交際費 199千円 　 　201千円

(3)製品売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

１．期首製品たな卸高 　 6,754 2,670

２．版権料 　 3 0

３．当期製品製造原価 ※１ 214,253 106,315

合計 　 221,011 108,985

４．他勘定振替高 　 398 62

５．期末製品たな卸高 　 2,670 357
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

製品売上原価合計 　 217,942 108,565

　※１　当期製品製造原価の主な内訳

　 　
前事業年度

　
構成割合

　
当事業年度

　
構成割合

材料費 210,668千円 (98.3％) 98,031千円  (90.3％)

労務費 2,159千円 ( 1.0％) 　  　8,998千円 ( 8.3％)

経費 1,368千円 ( 0.6％) 　  　1,488千円 ( 1.4％)

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。

(4)ゴルフ売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

　業務委託費 　 164,250 －

ゴルフ売上原価合計 　 164,250 －

(5)その他売上原価

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１．労務費 　 2,641 3.4 17,406 11.2

２．経費 　 75,664 96.6 137,515 88.8

合計 　 78,305 100.0 154,922 100.0

３．期首仕掛品たな卸高 　 －  10,235  

 ４．期末仕掛品たな卸高 　 10,235  646  

その他売上原価合計 　 68,070  164,512  
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金       利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

2,669,000 667,250 2,424,219 3,091,469 1,746,007 1,746,007 △674,258 6,832,218

事業年度中の変動額         

剰余金の配当（注）     △105,032 △105,032  △105,032

剰余金の配当     △105,032 △105,032  △105,032

役員賞与（注）     △48,900 △48,900  △48,900

当期純利益     585,202 585,202  585,202

自己株式の処分   △301 △301   1,575 1,273

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － △301 △301 326,238 326,238 1,575 327,512

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,669,000 667,250 2,423,917 3,091,167 2,072,245 2,072,245 △672,682 7,159,730

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

△60,581 △60,581 6,771,637

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △105,032

剰余金の配当   △105,032

役員賞与（注）   △48,900

当期純利益   585,202

自己株式の処分   1,273

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△17,496 △17,496 △17,496

事業年度中の変動額合計
（千円）

△17,496 △17,496 310,015

平成19年３月31日　残高
（千円）

△78,077 △78,077 7,081,653

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金       利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,669,000 667,250 2,423,917 3,091,167 2,072,245 2,072,245 △672,682 7,159,730

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     △232,066 △232,066  △232,066

当期純利益     609,806 609,806  609,806
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株主資本

資本金

資本剰余金       利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金

利益剰余
金合計繰越利益

剰余金

自己株式の消却   △602,476 △602,476   602,476 －

自己株式の処分   △22,667 △22,667   65,282 42,614

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － △625,144 △625,144 377,739 377,739 667,759 420,354

平成20年３月31日　残高
（千円）

2,669,000 667,250 1,798,773 2,466,023 2,449,985 2,449,985 △4,923 7,580,085

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

△78,077 △78,077 7,081,653

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △232,066

当期純利益   609,806

自己株式の消却   －

自己株式の処分   42,614

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△330,900 △330,900 △330,900

事業年度中の変動額合計
（千円）

△330,900 △330,900 89,453

平成20年３月31日　残高
（千円）

△408,978 △408,978 7,171,107
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

 し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

 定率法

    ただし、平成10年4月1日以降に取得 

  した建物（付属設備を除く）について

　は,定額法

　  なお、主な耐用年数は次のとおりで 

  あります。

有形固定資産

　定率法

  　ただし、平成10年4月1日以降に取得

　した建物（付属設備を除く）について

　は、定額法

     なお、主な耐用年数は次のとおりで 

   あります。

 建物　　　　　　７～42年

構築物　　　　　２～30年

     車両運搬具　　　　　４年

工具器具備品　　２～15年

　　 建物　　　　　　８～24年

 工具器具備品　　２～15年

　

（会計方針の変更）

　当社は、法人税法改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これによる営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

（追加情報）

　当社は、法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　これによる営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 無形固定資産

自社利用ソフトウェア

　 社内における利用可能期間（５年 

 間）に基づく定額法

無形固定資産

自社利用ソフトウェア

同左

    その他

     定額法

長期前払費用

定額法

   その他

　 同左   

長期前払費用

同左

４．引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

 消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用

しております。

消費税等の会計処理方法

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ――――

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。これまでの資本の部

の合計に相当する金額は7,081,653千円であります。

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

　

(役員賞与に関する会計基準) ――――

  当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

81,000千円減少しております。

　なお、当該金額は未払金に含めて表示しております。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表関係）

１．前事業年度まで、流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」は資産の合計額の100分

の1を超えたため区分掲記いたしました。

  なお、前事業年度における「未収入金」の金額は、

12,469千円であります。

（貸借対照表関係）

１．前事業年度まで、区分掲記しておりました「未収入

金」は資産の合計額の100分の１以下となったため、

流動資産の「その他」に含めて表示することといた

しました。

  なお、当事業年度における「未収入金」の金額は、

8,819千円であります。

２．前事業年度まで、流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました「仮受金」は負債純資産の合計額の

100分の1を超えたため区分掲記いたしました。

  なお、前事業年度における「仮受金」の金額は、18,106

千円であります。

２．前事業年度まで、区分掲記しておりました「仮受金」

は負債純資産の合計額の100分の１以下となったた

め、流動負債の「その他」に含めて表示することとい

たしました。

　なお、当事業年度における「仮受金」の金額は、39千円

であります。

（損益計算書関係）

１．前事業年度まで、区分掲記しておりました「租税公

課」は販売費及び一般管理費の合計額の100分の5以

下となったため、販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示することといたしました。

 なお、当事業年度における「租税公課」の金額は、

29,548千円であります。

（損益計算書関係）

１．前事業年度まで、区分掲記しておりました「経営指導

料収入」は営業外収益の合計額の100分の10以下と

なったため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示す

ることといたしました。

 なお、当事業年度における「経営指導料収入」の金額

は、851千円であります。

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．当社は、効率的な資金調達を行うため取引銀行と当座

貸越契約を締結しております。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 500,000千円 

借入の実行残高 －千円 

 差引差額 500,000千円 

１．当社は、効率的な資金調達を行うため取引銀行と当座

貸越契約を締結しております。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額        500,000千円 

借入の実行残高 　－千円 

 差引差額        500,000千円 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

経営指導料収入 8,996千円

支払利息     5,081千円

支払利息      6,052千円

※２．研究開発費の総額

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

※２．研究開発費の総額

　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　 34,704千円 　     73,663千円

 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。  ※３．　　　　　　　　――――

建物及び構築物 851千円

車両運搬具 17千円

工具器具備品 28千円

土地 1,443,451千円

計 1,444,348千円

 

 ※４．　　　　　　　　――――  ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 工具器具備品   649千円

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 8,851千円

工具器具備品 3,126千円

計 11,977千円

工具器具備品   447千円

 ※６．減損損失の内訳は次のとおりであります。  ※６．　　　　　　　　――――

   　　 当社は、当事業年度において、以下のとおり減損損失

を計上いたしました。

  （１）減損を認識した主な資産

 場所  用途 種類 

東京都新宿区 遊休資産 
建物及び工具

器具備品 

  （２）減損損失の認識に至った経緯

 　　　 オフィスの改修工事のため、当該資産を廃棄する

      ことが決定したため減損損失を認識しております。

  （３）減損金額

建物 　　2,794千円

工具器具備品  　　595千円

 　　　計  　3,390千円

  （４）グルーピングの方法

 　　　 事業の種類別セグメントを基礎として、グルーピ

      ングを行っております。なお、遊休資産については

      個々の物件を最小単位としてグルーピングをしてお

      ります。

  （５）回収の可能性の算定方法

        遊休資産については、廃棄予定のため残存価額を

      ゼロまで減損損失を計上いたしました。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

　普通株式 1,369                ─　 3 1,366

合計 1,369                ─ 3 1,366

 （注）普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

　普通株式 1,366 ─ 1,356 10

合計 1,366 ─ 1,356 10

 （注）普通株式の自己株式の株式数の減少1,356千株は、自己株式の消却による減少1,223千株、ストック・オプショ

　　　ンの行使による減少132千株であります。

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 13,726 7,626 6,100

車両運搬具 9,777 4,532 5,244

計 23,504 12,158 11,345

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

車両運搬具 9,777 6,499 3,278

計 9,777 6,499 3,278

（注）　取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残

高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によっております。

 （注）　　　　　　　　 同左 

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,017千円

１年超 6,328千円

合計 11,345千円

１年内 1,966千円

１年超 1,311千円

合計 3,278千円

（注）　未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。

 （注）　　　　　　　　 同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 5,017千円

減価償却費相当額 5,017千円

支払リース料 1,966千円

減価償却費相当額      1,966千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 （減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 （減損損失について)

同左

（有価証券関係）

前事業年度（平成19年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成19年３月31日現在） 　
当事業年度

（平成20年３月31日現在）

（繰延税金資産）  　   　

研究開発費  72,730千円    68,586千円

有価証券  50,281千円    97,628千円

関係会社株式評価損  57,979千円   　　　  －千円

ソフトウェア  5,413千円   28,579千円

減価償却費  23千円   19千円

貸倒引当金  15,226千円    29,402千円

その他有価証券評価差額金  53,565千円    280,582千円

未払事業税  20,197千円    24,982千円

その他  48,800千円    40,153千円

繰延税金資産小計  324,218千円   569,933千円

評価性引当額  △112,740千円   △108,888千円

繰延税金資産合計  211,478千円   461,045千円

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別内訳

　
前事業年度

（平成19年３月31日現在） 　
当事業年度

（平成20年３月31日現在）

法定実効税率  40.7％   40.7％

（調整）  　   　

交際費等永久に損金に算入されない項目  4.0％   3.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.4％   △0.4％

住民税均等割  0.3％   0.4％

評価性引当金に係る影響  3.0％   △0.4％

その他  0.1％   0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  47.7％   43.9％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 674円03銭

１株当たり当期純利益 55円71銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 55円15銭

１株当たり純資産額    674円03銭

１株当たり当期純利益   57円66銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   57円35銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 585,202 609,806

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 585,202 609,806

期中平均株式数（株） 10,503,569 10,575,400

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） 　　　　　　　　　　　　　－  　　　　　　　　　　　　－

普通株式増加数（株） 105,715 57,367

（うち新株予約権） （65,188） （50,615）

（うち新株引受権） （40,526） （6,752）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

　平成17年６月29日定時株主総会決

議による新株予約権（新株予約権

の数4,000個）。

同左

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （重要な子会社の設立）

  当社は、平成19年４月19日開催の取締役会にて、下記のと

おり子会社の設立を決議いたしました。

 （1）設立する子会社の概要

 ①商号　　　　ソリッドロジックス株式会社

 ②設立年月　　平成19年４月

 ③事業の内容　ソフトウェア開発事業

 ④本店所在地　東京都新宿区

 ⑤資本金額　　60,000千円

 ⑥持分比率　　100％

  （2）設立の目的

  モバイルサイトのシステム開発を始め、インターネット

ビジネス全般に関わる最新技術の研究・開発を行っていき

新サービスを提供する核となる技術力の強化を図るため。

――――
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （自己株式の消却）

　当社は、株主重視の経営を進め、発行済株式数の減少を通

じた株主価値の増進および資本効率の向上を図るため、平

成19年５月14日開催の取締役会において、会社法第178条の

規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議いたしま

した。

 （1）消却の方法　　　　　その他資本剰余金から減額

（2）消却する株式の種類　普通株式

（3）消却する株式の総数　1,223,800株

（4）消却の時期　　　　　平成19年５月31日

――――

――――  （自己株式の取得） 

  当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の

遂行を可能とするため、平成20年５月14日開催の取締役会

において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに

基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

 （1）取得の方法　　        市場買付

 （2）取得する株式の種類　　当社普通株式

 （3）取得する株式の総数　　700,000株（上限）

 　　　　　　　（発行済株式総数に対する割合6.57％）

 （4）株式取得価額の総額　　700,000千円（上限）

 （5）株式取得の日程　　　　平成20年５月15日～

　　　　　　　　　　　　　　平成20年９月19日

 ――――  （新株予約権の発行） 

  当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会におい

て、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき新

株予約権を発行することと決議いたしました。

　この内容の詳細については、「第４　提出会社の状況１．

株式の状況（８）ストックオプション制度の内容」に記

載の通りであります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他有

価証券

  銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

 ㈱みずほフィナンシャルグループ 2,000 730,000

 ㈱セントリックス 20,000 30,000

 ㈱ブイキューブ 1,700 22,436

 日本振興銀行㈱ 700 11,585

 テクノ・ヴィ・アイ・ピー㈱ 200 10,000

 ㈱府中カントリークラブ 600 6,500

 ㈱最新予防医学研究機構 50 2,500

 ㈱センタイ 20 1,000

 グローバルインシュアランス㈱ 20 974

 ㈱ペットオフィス 250 272

 その他（2銘柄） 5,200 －

計 30,740 815,269

【債券】

投資有価証券
その他有

価証券

 銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

  世界銀行債（南アフリカ・ランド建債券） 123,700 118,515

 アジア開発銀行債（南アフリカ・ランド建

債券）
123,700 109,985

計 247,400 228,501

【その他】

投資有価証券
その他有

価証券

 種類及び銘柄 投資口数等（千口）
貸借対照表計上額
（千円）

（投資信託受益証券）   

HSBCブラジルオープン 5,420 6,891

Yuki Mizuho Japan Dynamic Growth Fund 10 75,530

グローバル・バランス21 10,000 8,738

PAMベンチャーマザーファンド

PAMベンチャーパスポートファンドⅡ
1 6,752

PAMベンチャーマザーファンド

PAMベンチャーパスポートファンドⅢ
1 7,420

計 15,432 105,331

（投資事業有限責任組合出資）   

野村信託銀行㈱との包括信託契約に基づく

TERRA FIRMA CAPITAL PARTNER Ⅱ,L.P.

-Cへの出資

－ 495,345

Netvantage International Limited 0 97,096

ピグマリオン１号投資事業有限責任組合 0 42,066

計 0 634,508
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 51,766 24,772 4,136 72,402 24,633 5,665 47,769

工具器具備品 126,430 21,599 19,089 128,940 87,071 22,178 41,869

建設仮勘定 1,415 26,947 28,362 － － － －

有形固定資産計 179,611 73,319 51,587 201,343 111,704 27,844 89,638

無形固定資産        

商標権 10,648 224 － 10,873 981 626 9,891

ソフトウェア 21,902 8,880 4,435 26,347 7,675 4,897 18,672

電話加入権 2,815 － － 2,815 － － 2,815

無形固定資産計 35,366 9,105 4,435 40,036 8,657 5,523 31,379

長期前払費用 3,086 1,383 201 4,268 2,551 1,316 1,717

（注）１．当期増加額の主なものは、本社増床による工事費用24,772千円及びモバイルコンテンツ事業におけるサーバー

等の購入費21,599千円であります。

 ２．当期減少額の主なものは、本社増床による設備の除却4,136千円、モバイルコンテンツ事業におけるサーバーの

入れ替え等による除却16,244千円及びサーバーの2,845千円売却であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 110,098 46,434 36,325 14,013 106,194

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、特定の債権についての所要見込額の修正に伴う取崩額7,200

千円と洗替えによる取崩額6,813千円であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 262

預金の種類  

当座預金 197,833

普通預金 3,956,533

郵便貯金 19,143

別段預金 674

外貨普通預金 126

外貨当座預金 70

外貨定期預金 252,273

小計 4,426,654

合計 4,426,917

ロ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ＮＴＴドコモ 851,986

京セラコミュニケーションシステム㈱ 154,772

ソフトバンクモバイル㈱ 72,908

㈱エスアイピー 62,277

㈱バンプレスト 17,116

その他 94,281

合計 1,253,343

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

1,261,574 4,693,237 4,701,469 1,253,343 79.0 98

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ　商品

品名 金額（千円）

キャラクター商品 12,614

合計 12,614

EDINET提出書類

イマジニア株式会社(E04959)

有価証券報告書

78/86



ニ　製品

品名 金額（千円）

キャラクター雑貨 357

合計 357

ホ　仕掛品

品名 金額（千円）

雑貨・キャラクターライセンス等 2,849

合計 2,849

ヘ　貯蔵品

品名 金額（千円）

販売促進用資材 675

予備品等 63

合計 739

②　流動負債

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

サンエックス㈱ 6,208

㈱サンタン 995

久米繊維工業㈱ 967

㈲インザライフ 631

㈱アイケイ 576

その他 1,992

合計 11,371

ロ　営業未払金

相手先 金額（千円）

㈱白夜プラネット 184,642

㈱ピーワールド 168,899

サンエックス㈱ 104,120

㈱ＮＴＴドコモ 46,999

㈱ドコモ・ドットコム 25,253

その他 106,155

合計 636,070

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日　

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　本店・全国各支店

日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき300円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　本店・全国各支店

日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

買取手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に記載して行う。

公告掲載URL

http://www.imagineer.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第30期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出。

(2)半期報告書

　（第31期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

イマジニア株式会社(E04959)

有価証券報告書

82/86



独立監査人の監査報告書

 平成20年６月11日

イマジニア株式会社  

 取締役会　御中    

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　田　正　史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　山　正　則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るイマジニア株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イマジ

ニア株式会社及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月11日

イマジニア株式会社  

 取締役会　御中    

 東陽監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　田　正　史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　山　正　則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るイマジニア株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第３１期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イマジニア

株式会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２８日

イ　マ　ジ　ニ　ア　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　並　木　健　治

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　中　村　和　臣

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイマジニア株式

会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イマジニア株式会

社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

追記情報

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成１９年６月２８日

イ　マ　ジ　ニ　ア　株　式　会　社

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　並　木　健　治

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　中　村　和　臣

   

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているイマジニア株式

会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表

示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イマジニア株

式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「役員賞与に関

する会計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途

保管しております。
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